
 

別紙３ 

目指す方向性３「健全な財政運営の推進」各取組の結果 

 

 

 

 

取組実績に関する評価基準について（各年度判定） 

A 評価（目標達成・取組完了） 

各年度の指標（目標）を達成できていると認められるもの。指標を定め

ていない取組は効果額の結果や取組状況などから判断し、取組の目標

を達成できていると認められるもの。 

B 評価（一部目標達成） 

各年度の指標（目標）に対して達成率が 80％以上であると認められる

もの。指標を定めていない取組は効果額の結果や取組状況などから判断

し、取組の目標をおおむね（80％以上）達成できていると認められるも

の。 

C 評価（取組中） 

具体的取り組みを⾏っている、⼜は継続的な取組を⾏っているが、各年

度の指標（目標）に対して達成率が 80％未満であるもの。指標を定め

ていない取組は効果額の結果や取組状況などから判断し、取組の目標

の達成率が 80％未満であるもの。 

D 評価（実施向けて検討中） 具体化に向け検討中のもの。 

E 評価（新型コロナウイルス感染症の

影響により、取組が困難となってい

る。） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により取組を進めることが難しくなっ

ているもの。 

 

総合判定の評価基準について 

A 評価（目標達成・取組完了） 当初の目標を達成できていると認められるもの。 

B 評価（一部目標達成） 

(達成率 80%以上) 

当初の目標の一部を達成していると認められるもの。 

(達成率 80%以上) 

C 評価（一部目標達成） 

(達成率 80%未満) 

当初の目標の一部を達成していると認められるもの。 

(達成率 80%未満) 

D 評価（取組をしていないもの） 具体的な取組をしていないもの。 

 

 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取 組 項 目

No. 
105 取組細項目 入札差金等執行管理の強化 

内容  入札差金の留保など、予算の執行管理を強化することにより、歳出の削減を図る。 

成果指

標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 350,000 481,600 350,000 448,413 450,000 450,830 450,000 442,889 450,000 483,082 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千

円） 
481,600 448,413 450,830 442,889 483,082 

進捗状況（各年度判

定） 
A A A A A 

総合判

定 

及び 

取組総

括 

A 

補正予算の編成通知において不用額及び新型コロナウイルスに対応するための不急な事業については

減額補正に努めるよう全庁に通知するとともに、財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執

行留保など厳正な予算の執行管理に取り組む。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成

28 

年度 

・H28 年 4 月と 12 月に入札差金の執行留保の徹底について全庁に周知するとともに､月曜会(室長級

以上の職員の連絡会)において周知徹底を図った｡また､補正予算の編成通知において不用額について

は減額補正に努めるよう全庁に通知し､各補正予算において不用額の減額補正を行った｡財源不足に対

応するため､引き続き､財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執行留保など厳正な予算の執

行管理に取り組む｡H28 年度の入札差金などの執行留保額は約 4.8 億円となった｡ 

・引き続き､財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執行留保など厳正な予算の執行管理に取

り組む｡ 

平成

29 

年度 

・H29 年 4 月に入札差金の執行留保の徹底について全庁に周知を図った｡また､補正予算の編成通知に

おいて不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知した。 

引き続き､財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執行留保など厳正な予算の執行管理に取り

組んだ。 

・引き続き、補正予算の編成通知において不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知すると

ともに、財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執行留保など厳正な予算の執行管理に取り組

む。 

平成

30 

年度 

・H30.4 月に入札差金の執行留保の徹底について全庁に周知を図った。また、補正予算の編成通知に

おいて、不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知し、各補正予算において不用額の減額補

正を行った。引き続き、財政課との予算の執行協議の徹底や入札差金の執行留保など、厳正な予算の

執行管理に取り組んだ。 

・引き続き、補正予算の編成通知において不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知すると

ともに、財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執行留保など厳正な予算の執行管理に取り組

む。 

令和元 

年度 

・H31 年 4 月に入札差金の執行留保の徹底について全庁に周知を図った。また、補正予算の編成通知

において、不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知し、各補正予算において不用額の減額

補正を行った。引き続き、財政課との予算の執行協議の徹底や入札差金の執行留保など、厳正な予算

の執行管理に取り組んだ。また、R2.3.31 に新型コロナウイルス感染症に対応するため、すべての事業

について、緊急性、重要性を精査検証し、不急な事業の見直しを行うなど予算の執行留保に努めるよ

う全庁に通知した。 

・補正予算の編成通知において不用額及び新型コロナウイルスに対応するための不急な事業について

は減額補正に努めるよう全庁に通知するとともに、財政課との予算の執行協議の徹底や､入札差金の執

行留保など厳正な予算の執行管理に取り組む。 



令和 2 

年度 

・補正予算の編成通知において、不用額については減額補正に努めるよう全庁に通知し、各補正予算

において不用額の減額補正を行った。引き続き、財政課との予算の執行協議の徹底や入札差金の執行

留保など、厳正な予算の執行管理に取り組んだ。また新型コロナウイルス感染症に対応するため、す

べての事業について、緊急性、重要性を精査検証し、不急な事業の見直しを行うなど予算の執行留保

に努めた。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 106 取組細項目 経常経費の抑制 

内容 

 予算編成において経常経費の抑制を図る。平成 29 年度当初予算はマイナスシーリングを実施。

平成 31 年度は予算編成における事務事業の精査など各部のマネジメントにより経常経費の抑制を

図る。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 0 0 120,000 126,902 0 0 120,000 99,058 0 65,971 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - 126,902 126,902 225,960 291,931 

進捗状況（各年度判定） A A A B A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
財政見通しの結果を踏まえること及び今後策定予定の財政規律を遵守することにより、健全で持続

可能な財政運営の実現と財政基盤の構築を目指していく。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・H29 年度予算編成において枠予算(経常経費)の一般財源の 2%のﾏｲﾅｽｼｰﾘﾝｸﾞを行い､126,902 千円

の効果があった｡ 

・事務事業の見直し状況などを踏まえて､平成 30 年度予算編成においても枠予算(経常経費)におけ

る査定方法について検討し、より経費が抑制できる方法を採用する｡ 

平成 29 

年度 

・今年度実施した事務事業見直しの結果をもとに、経費削減が可能な事業について個別に査定する

こととし、枠予算（経常経費）の精査をおこなった。 

・今後公表予定の財政見通しの結果を踏まえ、持続可能な財政運営を行えるよう、経常経費の抑制

案を検討していく。 

平成 30 

年度 

・H31 年度予算編成において、事務事業の精査など各部のマネジメントや財政査定により歳出抑制

等を行った。 

・今後公表予定の財政見通しの結果を踏まえ、持続可能な財政運営を行えるよう、経常経費の抑制

案を検討していく。 

令和元 

年度 

・令和元年度予算編成において、消費増税分相当の枠予算の抑制、各部のマネジメント及び財政課

による査定等により、歳出予算の抑制を図った。 

・財政見通しの結果及び予算見通しの結果を踏まえ、持続可能な財政運営を行えるよう、経常経費

の抑制案を検討していく。 

令和 2 

年度 

・令和 3 年度予算編成において、各部局によるマネジメント及び財政課による査定等により、歳出

予算の抑制を図った。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課・国民健康保険課 

取組項目 No. 107 取組細項目 特別会計国民健康保険事業への繰出金の抑制 

内容 

 保険給付の適正化及びデータヘルス計画に基づく保健事業等を進め、歳出の抑制を図りつつ、保

険税の改定を含め、収納率の向上等により歳入を確保し、単年度財政の健全化・安定化を図ること

により、一般会計からの繰出金を抑制する。 

成果指標 

a. 繰出金の削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 130,000 137,958 174,000 174,000 - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 137,958 174,000 - - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

H30 年度に目標は達成し完了した。しかしながら、県広域化により、県全体の医療費や県から示

される納付金、保険料率の動向による影響を受けるため、今後も国民健康保険運営協議会での議論

も踏まえ、注視が必要であると考える。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・H27 年度収支予測時点で､H27 年度の歳入不足額を約 260 百万円と予測し､その 2 分の 1 分(130

百万円)が増収となるように H28 年度の保険税率改定を行った｡その結果、約 138 百万円の歳入増と

なった。 

・現在､掲げている効果見込額は現行制度が継続することを前提としている｡H30 年度から国民健康

保険事業が広域化されることから､県から示されるH30 年度の保険税率とH29年度の保険税率との

乖離の状況によって､効果額が大きく変動することが考えられる｡県から示される試算(仮数値)を注

視し､適切に対応する｡ 

平成 29 

年度 

・ H29 年度は国保会計が黒字であり、単年度収支赤字補填に係る繰出は行わなかった。 

 しかしながら一方で、被保険者数の減少は進んでおり、保険税収入と保険給付費の状況が変わっ

ている。また、H30 年度からは県広域化の開始により、納付金を県に納める制度となるが、広域化

後の納付金や標準保険料率の動向が不透明であり、しばらく注視が必要である。 

・ H30 年度から県広域化が開始した。今後は、県全体の医療費や県から示される納付金、標準保

険料率の動向による影響も考えられるため、国民健康保険運営協議会での議論も踏まえ検討してい

く。 

平成 30 

年度 

・ H30 年度は国保会計が黒字であり、単年度収支赤字補填に係る繰出は行わなかった。 しかし

ながら一方で、被保険者数の減少は進んでおり、保険税収入と保険給付費の状況が変わっている。

また、H30 年度からは県広域化の開始により、納付金を県に納める制度となったが、広域化後の納

付金や標準保険料率の動向が不透明であり、しばらく注視が必要である。 

・取組は完了している。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 108 取組細項目 特別職の職員の給与削減 

内容 
 財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、特別職の職員（市長、副市長、教育

長、各事業管理者）の給料を 5％～10％減額するとともに、その他手当についても減額する。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 - - - 3,890 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 5,932 5,932 5,932 - 3,890 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
当初の設定のとおり取組を完了した。また、上記に加えて、令和 2 年 6 月から令和 3 年 3 月まで

給与減額措置を実施した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
・条例に従い、引き続きH30年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・平成 28 年度から平成 30 年度までの間､特別職の職員(市長､副市長､教育長､公営企業の各事業管

理者)の給料を 5%~10%減額するとともに､その他手当(地域手当､期末手当)についても減額するよ

う条例改正済み｡ 

・条例に従い、引き続き平成 30年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・平成 28 年度から平成 30 年度までの間､特別職の職員(市長､副市長､教育長､公営企業の各事業管

理者)の給料を 5%~10%減額するとともに､その他手当(地域手当､期末手当)についても減額するよ

う条例改正済み｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 109 取組細項目 給料の減額 

内容 
 財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、一般職の職員の給料を 1.2％～4.5％

減額する。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 143,433 137,148 143,433 139,132 143,433 142,164 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 137,148 139,132 142,164 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 当初の設定のとおり取組を完了した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【H28 指標未達成理由】   実績による（職員構成の変化のため） 

・条例に従い、引き続き H30 年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､一般職の職員の給料を 1.2%~4.5%減

額するよう条例改正し､実施中｡ 

・条例に従い、引き続き平成 30 年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､一般職の職員の給料を 1.2%~4.5%減

額するよう条例改正し､実施｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 110 取組細項目 地域手当の減額 

内容 
 財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、地域手当を 1％減額する。（15％を

14％とする） 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 83,000 80,212 83,000 81,066 83,000 83,245 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 80,212 81,066 83,245 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 当初の設定のとおり取組を完了した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【H28 指標未達成理由】   実績による（職員構成の変化のため） 

・条例に従い、引き続き H30 年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､地域手当を 1%減額する(15%を 14%

とする)よう条例改正し､実施中｡ 

・条例に従い、引き続き平成 30 年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､地域手当を 1%減額する(15%を 14%

とする)よう条例改正し､実施｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 111 取組細項目 職務段階別加算の減額 

内容  財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、職務段階別加算を 50％減額する。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 97,000 95,471 97,000 96,693 97,000 102,626 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 95,471 96,693 102,626 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 当初の設定のとおり取組を完了した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
・条例施行規則に従い、引き続き H30 年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､職務段階別加算を 50%減額するよう

条例施行規則を改正し､実施中｡ 

・条例施行規則に従い、引き続き平成 30 年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､職務段階別加算を 50%減額するよう

条例施行規則を改正し､実施｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 112 取組細項目 管理職手当の減額 

内容 
 財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、副課長級以上の管理職手当を 5％減

額する。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 6,500 6,700 6,500 6,861 6,500 7,256 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 6,700 6,861 7,256 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 当初の設定のとおり取組を完了した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
・条例施行規則に従い、引き続き H30 年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､副課長級以上の管理職手当を 5%減

額するよう条例施行規則改正し､実施中｡ 

・条例施行規則に従い、引き続き平成 30 年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､副課長級以上の管理職手当を 5%減

額するよう条例施行規則改正し､実施｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：給与労務課 

取組項目 No. 113 取組細項目 管理職員特別勤務手当の減額 

内容 
 財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間、管理職員特別勤務手当を 50％減額

する。 

成果指標 

a. 年間削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 4,800 2,422 4,800 2,750 4,800 3,056 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 2,422 2,750 3,056 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 当初の設定のとおり取組を完了した。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【H28 指標未達成理由】   実績による（勤務を要しない日及び休日の管理職の出勤が少なかった） 

・条例施行規則に従い、引き続き H30 年度末まで減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､管理職員特別勤務手当を 50%減額す

るよう条例施行規則改正し､実施中｡ 

・条例施行規則に従い、引き続き平成 30 年度末まで減額を継続する。 

平成 30 

年度 

・財源不足対策として平成 28 年度から平成 30 年度までの間､管理職員特別勤務手当を 50%減額す

るよう条例施行規則改正し､実施｡ 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 114 取組細項目 財政健全化の取組の推進 

内容 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく「健全化判断比率（4 指標）」を現行数値

以下（H21 決算）を目指すなど、適正水準に保持し、早期健全化及び財政再生基準への悪化を回避

する。 

成果指標 

a. 実質赤字比率 

b. 連結実質赤字比率 

c. 実質公債費比率 

d. 将来負担比率 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 0 0(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 

b. % 0 0(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 

c. % 4.3 4.4(B) 3.8 4.1 4.8 3.7 5.8 3.6 9.4 3.7 

d. % 48.5 30.8(A) 46.5 30.2 44.5 22.1 42.5 22.6 49.0 18.9 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） ※ A B B A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

財政健全化のため、予算執行管理の強化、投資的経費の抑制等による新規起債発行の抑制、経常経

費の節減、入札差金の執行停止、時間外勤務手当の縮減等について取り組んできたが、これら減量

型の行財政改革は限界に来つつある。今後は各事業の成果を重視した資源の最適な配分を行うこと

で、財政の健全化を目指す。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・財源不足に対応するため､引き続き財政課との予算の執行協議の徹底や､予算の執行管理の強化な

ど､財政健全化に取り組んでいる｡平成 28 年度決算における実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、

0 以下（黒字）であった。 

・実質公債費比率については、投資的経費の抑制及び不要不急な事業の進度調整などにより､新規の

起債発行を抑制し､公債費の抑制に努めたこと及び繰上償還により地方債残高を減少させた結果､実

質公債費比率は前年度より 0.9 ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。 

・将来負担比率については、繰上償還により地方債残高を減少させたこと等により､将来負担比率は

前年度より 12.2 ﾎﾟｲﾝﾄ改善し 30.8%となった｡ 

・平成 28 年度には交付税､譲与税･交付金が減となったことからさらに厳しい財政状況となってい

る。入札差金の執行停止､時間外勤務手当の縮減等について､今後も継続して全庁的に取り組むとと

もに､平成 29 年度には全事務事業見直しに取り組み、財政健全化に向けてさらなる取り組みを強化

する｡また、新規の起債発行を抑制することにより､公債費及び、将来負担比率の抑制に努める｡ 

平成 29 

年度 

・財源不足に対応するため､全庁的に全事務事業見直しを実施した。あわせて、入札差金の執行停

止､時間外勤務手当の縮減等についても､引き続き取り組んだ｡ 

・財政健全化のため、予算執行管理の強化、投資的経費の抑制等による新規起債発行の抑制、経常

経費の節減、入札差金の執行停止、時間外勤務手当の縮減等について、さらなる取り組みを強化す

る。 

平成 30 

年度 

・指標：1 実質赤字比率厳しい財政状況の中で、行政運営を可能とするために、財政課との予算執

行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。平成 30 年度決算における実質赤字比率

は 0 以下（黒字）である。指標：2 連結実質赤字比率厳しい財政状況の中で、行政運営を可能とす

るために、財政課との予算執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。平成 30 年度

決算における実質赤字比率は 0 以下（黒字）である。指標：3 実質公債費比率平成 30 年度決算で

は、投資的経費の抑制及び不要不急な事業の進度調整などにより、新規の起債発行を抑制し、公債

費の抑制に努めたこと及び公営企業に係る地方債の元利償還金に充てたと認められる繰入金が減少

したことにより、実質公債費比率（3 ヵ年平均）は前年度より 0.4 ポイント改善し、3.7％となった。

指標：4 将来負担比率平成 30 年度決算における将来負担比率については、下水道事業の起債償還が

順調に進んでいることで公営企業等繰入見込額が減少し、前年度より 8.1 ポイント改善し、22.1％

となった。 

・指標：1 実質赤字比率現時点では、今後も実質収支についての赤字を見込んでおらず、実質赤字

比率は該当無いと想定しているが、引き続き財政課との予算執行協議の徹底や、予算執行管理の強

化に取り組む。指標：2 連結実質赤字比率今後の連結実質収支の赤字については、病院事業の経営

状況に左右されると見込んでいる。なお、病院事業に対しては一般会計より安定した事業運営の支



援のため、継続的に長期貸付を行った。指標：3 実質公債費比率健全な財政運営を行うため、歳出

削減などにより財政健全化に取り組むとともに、新規の起債発行を抑制し、公債費の抑制に努める。

指標：4 将来負担比率将来負担比率が年々減少し改善しているが、引き続き厳しい財政状況である

ので、財政課との予算執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組み、新規の起債発行を抑制

する。 

令和元 

年度 

・指標：1 実質赤字比率 厳しい財政状況の中で、行政運営を可能とするために、財政課との予算

執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。令和元年度決算における実質赤字比率

は 0 以下（黒字）である。指標：2 連結実質赤字比率 厳しい財政状況の中で、行政運営を可能と

するために、財政課との予算執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。令和元年

度決算における実質赤字比率は 0 以下（黒字）である。指標：3 実質公債費比率 令和元年度決算

では、特定財源の額の減等により単年度では 0.3 ポイント悪化し 3.7%となったが、3 ヵ年平均では

0.1 ポイント改善し 3.6％となっている。指標：4 将来負担比率 令和元年度決算における将来負担

比率については、下水道事業の起債償還が順調に進んでいることなどにより、公営企業等繰入見込

額が減少しているものの、地方債の残高が増加したため、前年度より 0.5 ポイント悪化し、22.6％

となった。 

・財政健全化のため、今後も予算執行管理の強化、投資的経費の抑制等による新規起債発行の抑制、

経常経費の節減、入札差金の執行停止、時間外勤務手当の縮減等について、引き続き取り組みを行

っていく。 

令和 2 

年度 

・指標：1 実質赤字比率 厳しい財政状況の中で、行政運営を可能とするために、財政課との予算

執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。令和 2 年度決算における実質赤字比率

は 0 以下（黒字）である。指標：2 連結実質赤字比率 厳しい財政状況の中で、行政運営を可能と

するために、財政課との予算執行協議の徹底や、予算執行管理の強化に取り組んでいる。令和 2 年

度決算における実質赤字比率は 0 以下（黒字）である。指標：3 実質公債費比率 令和 2 年度決

算では、特定財源の額の減等により前年度より 0.1％悪化の 3.7％となったものの目標値は達成して

いる。指標：4 将来負担比率 令和 2 年度決算における将来負担比率については、下水道事業の起

債償還が順調に進んでいることなどにより、公営企業等繰入見込額が減少しているほか、令和元年

度に比べ令和２年度は地方債の発行額が少なかったため、地方債の残高も減少した。そのため、前

年度より 3.7 ポイント改善し、18.9％となった。 

※Ｈ28 年度の指標１から指標４までの実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 115 取組細項目 財政指標等の改善 

内容 
 「健全化判断比率（4 指標）」以外の財政指標等についても、その動向を常に注視、点検し、必要

に応じた改善措置を講じるなど、財政の健全化を推進する。 

成果指標 

a. 地方債残高（普通会計、 交付税 100%算入の地方債除く。） 

b. 財政調整基金 

c. 実質単年度収支（普通会計） 

d. 経常収支比率（普通会計） 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 億円 385 369(A) 366 359 355 348 344 352 320 340 

b. 億円 46 52(A) 43 53 43 56 43 54 43 56 

c. 千円 0 571(C) 0 349,503 0 97,685 0 
△ 

86,148 
0 

1,265 

,564 

d. % 96.0 96.9(C) 95.5 95.7 95.0 95.8 94.5 96.9 95.0 95.4 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） ※ B B C B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 成果重視の事業検証や入札差金の執行停止などに取組、行財政経営基盤の基盤強化を目指す。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・地方債残高は､繰上償還などにより地方債残高の抑制に努めた結果､前年度より 15.3 億円減少し

た｡H29 年度も引き続き､投資的経費の抑制及び不要不急な事業の進度調整などにより､地方債の発

行抑制に努めるとともに､繰上げ償還などにより地方債残高の抑制に努める｡   

・財政調整基金については、予算の執行管理の強化､投資的経費の抑制､不要不急な事業の進度調整

などにより､財政健全化に努めたが、交付税､譲与税･交付金の減収等もあり､H28 年度決算における

財政調整基金については、3 億円積み立て・3 億円取り崩しとなった｡   

・実質単年度収支については、予算の執行管理の強化､投資的経費の抑制､不要不急事業の進度調整

などにより､財政健全化に努めたが、交付税､譲与税･交付金の減収等もあり､H28 年度決算における

普通会計の実質単年度収支については、△1,571 千円であった。 

・経常収支比率については、市税などの経常一般財源の確保とともに､経常経費の削減に努めたが､

経常収支比率は前年度より 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ悪化し 96.9%であった。 

・投資的経費の抑制により地方債残高は減少している｡健全な財政運営を行うため､全事務事業の見

直しなど､歳出削減に取り組むとともに､投資的経費の抑制及び不要不急な事業の進度調整などによ

り収支不足の改善に努め､引き続き地方債の発行抑制とともに、基金取崩しに頼らない収支均衡した

財政運営を目指す｡ 

・事務事業の見直し､入札差金の執行停止､時間外勤務手当の縮減等について､今後も継続して全庁

的に取り組むとともに､平成 29 年度には全事務事業見直しに取り組み、財政健全化に向けてさらな

る取組を強化する｡ 

平成 29 

年度 

・財源不足に対応するため､全庁的に全事務事業見直しを実施した。あわせて、入札差金の執行停止､

時間外勤務手当の縮減等についても､引き続き取り組んだ｡ 

・財政健全化のため、予算執行管理の強化、投資的経費の抑制等による新規起債発行の抑制、経常

経費の節減、入札差金の執行停止、時間外勤務手当の縮減等について、さらなる取り組みを強化す

る。 

平成 30 

年度 

・財政課との予算協議の徹底や､予算執行管理の強化を行っているが、厳しい財政運営の中、健全で

持続可能な財政基盤確立のため、さらなる取り組みの強化が必要である。 

・財政健全化のため、予算執行管理の強化、投資的経費の抑制等による新規起債発行の抑制、経常

経費の節減、入札差金の執行停止、時間外勤務手当の縮減等に努める。 

令和元 

年度 

・指標 1：地方債残高（普通会計、交付税 100％算入の起債除く）令和元年度決算では、市の大型事

業に係る新規起債発行などにより、前年度より約 4 億円増加した。投資的経費の抑制や不要不急な

事業の進度調整などによる新規起債発行の抑制に取り組んでいく。指標:2 財政調整基金予算の執行

管理の強化､投資的経費の抑制､不急な事業の進度調整などにより､財政健全化に努めたが、市立病院

の経営悪化に伴う支援等もあり､令和元年度決算における財政調整基金については、1.9 億円積み立

て・4 億円取り崩しとなり、54 億円に残高となった｡指標:3 実質単年度収支（普通会計）予算の執



行管理の強化､投資的経費の抑制､不急事業の進度調整などにより､財政健全化に努めたが、市立病院

の経営悪化に伴う支援等もあり､令和元年度決算における普通会計の実質単年度収支については、

△86,148 千円であった。指標:4 経常収支比率（普通会計）経常収支比率については、市税などの経

常一般財源の確保とともに､経常経費の削減に努めたが､経常収支比率は前年度より 1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ悪化し

96.9%であった。 

・財政健全化のため、予算執行管理の強化、経常経費の節減、入札差金の執行停止などについて、さ

らなる取り組みを行う。 

令和 2 

年度 

・指標 1：地方債残高（普通会計、交付税 100％算入の起債除く）令和 2 年度決算では、前年度より

約 12 億円残高は減少したものの、大型事業に係る新規起債発行などにより、目標額達成には至らな

かった。今後、投資的経費については可能な限り計画的に実施することにより地方債残高をコント

ロールしていく。指標:2 財政調整基金予算の執行管理の強化などにより､財政健全化に努めた。令和

2 年度決算における財政調整基金については、取り崩しを行わない決算となり、残高は 56 億円とな

った｡指標:3 実質単年度収支（普通会計）予算の執行管理の強化やコロナ禍による市民生活の変化や

イベントの中止などにより､令和２年度決算における普通会計の実質単年度収支については、約 12.7

億円であった。指標:4 経常収支比率（普通会計）経常収支比率については、市税などの経常一般財

源の確保とともに､経常経費の減により､前年度より 1.5 ﾎﾟｲﾝﾄ改善の 95.4%であった。 

※Ｈ28 年度の指標１から指標４までの実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 116 取組細項目 市債の利子負担の軽減 

内容  銀行借り入れの市債の繰上償還により利子負担を軽減する。 

成果指標 

a. 利子削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 17,061 6,951 - 0 2,965 0 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 6,951 - 0 - - 

進捗状況（各年度判定） C C C C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 今後も財政状況を見ながら､可能であれば繰上償還を行い利子額の削減に努める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28年度は 439,538千円の繰上償還を行い 6,951千円の利子を削減したが､目標に掲げた効果

見込額は達成できなかった｡今後も財政状況を見ながら､可能であれば繰上償還するが､一般財源が

必要となることから､借換による利子額の削減に努める｡ 

・繰上げ償還可能な借り入れについては､財政状況や利率を見ながら､有利になり一般財源が確保で

きる場合は､繰上げ償還を行うことにより利子削減に努める｡また､借換による利子額の削減にも努

める｡ 

平成 29 

年度 

・平成 29 年度は財源が不足したことから繰上償還を行わなかったため、利子負担軽減の効果はな

かった。 

・今後も財政状況を見ながら､可能であれば繰上償還を行い利子額の削減に努める。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度は繰上償還を行うだけの財源的余裕がなく、繰上償還を行わなかったため、利子負

担軽減の効果はなかった。 

・繰上げ償還可能な借り入れについては､財政状況や利率を見ながら､有利になり一般財源が確保で

きる場合は､繰上げ償還を行うことにより利子削減に努める｡また､借換による利子額の削減にも努

める｡ 

令和元 

年度 

・令和元年度は繰上償還を行うための財源が不足することから繰上償還は行わなかった。 

・今後も財政状況を見ながら､可能であれば繰上償還を行い利子額の削減に努める。 

令和 2 

年度 
・令和 2年度は計画どおり繰上償還できる地方債がないことから繰上償還は行わなかった。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課・各担当課 

取組項目 No. 117 取組細項目 国・県補助金などの特定財源の確保 

内容 国庫補助金、県補助金などの財源の確保を図る。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） B A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
引き続き、交付金や補助金について調査､情報収集し､可能な限り財源を獲得することで一般財源

の負担軽減に取り組む｡ 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・ 地方創生に関する交付金､学校施設環境改善交付金､社会資本整備総合交付金､隣保館施設整備

費補助金などの補助金･交付金の獲得に取り組んだ｡ 

・地方創生に関する交付金やその他の補助金について調査､情報収集し､可能な限り補助金を獲得す

ることで一般財源の負担軽減に取り組む｡ 

平成 29 

年度 

・地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調査､情報収集

し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組んだ｡ 

・引き続き、地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調

査､情報収集し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組む｡ 

平成 30 

年度 

・地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調査､情報収集

し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組んだ｡ 

・引き続き、地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調

査､情報収集し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組む｡ 

令和元 

年度 

・地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調査､情報収集

し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組んだ｡ 

・引き続き、地方創生に関する交付金や学校施設整備にかかる交付金、その他の補助金について調

査､情報収集し､可能な限り補助金を獲得することで一般財源の負担軽減に取り組む｡ 

令和 2 

年度 

・交付金や補助金について調査､情報収集し､可能な限り財源を獲得することで一般財源の負担軽減

に取り組んだ｡具体的な取組は各部局が行い、市全体としての成果は各年度の決算状況に表れてい

る。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 118 取組細項目 中期財政見通しの策定 

内容 
 国の制度変更や社会経済情勢、本市の実情を踏まえながら、中期的な収支の見通しを展望し、計

画的な財政運営に役立てるため、財政見通しを策定し、公表する。 

成果指標 

a. 年間策定回数 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 回 1 1 2 2 2 2 2 2 2 0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

令和３年度の財政見通しからは、作成意義や他市の状況等を鑑み、毎年度当初予算（骨格予算時

は肉付け後）編成後の年 1 回作成に改め、将来のシミレーションを予算ベースでより分かりやす

く作成するとともに１０年の長期で見通す見直しを行う。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年度 10 月財政見通しを作成し、広報たからづか及び市ホームページで公表した。 

・財政見通しの内容や構成などをリニューアルし、市民によりわかりやすい資料とする。 

平成 29 

年度 

・平成 29 年 10 月財政見通し、平成 30 年 3 月財政見通しを作成し、広報たからづか及び市ホーム

ページで公表した。 

・財政見通しについては十数年ぶりのリニューアルを終えたが、より市民にわかりやすく中期財政

見通しを公表するために、今後も内容の検討など行っていく。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年 10 月財政見通し、平成 31 年 3 月財政見通しを作成し、広報たからづか及び市ホーム

ページで公表した。 

・財政見通しの内容について、より市民にわかりやすく中期財政見通しを公表するために、今後も

内容の検討など行っていく。 

令和元 

年度 

・R 元年 10 月財政見通し、R2 年 3 月財政見通しを作成し、広報たからづか及び市ホームページで

公表した。 

・財政見通しの内容について、より市民にわかりやすく中期財政見通しを公表するために、今後も

内容の検討など行っていく。 

令和 2 

年度 

・作成意義や他市の状況等を鑑み、毎年度当初予算（骨格予算時は肉付け後）編成後の年 1 回作成

に改め、将来のシミレーションを予算ベースでより分かりやすく作成する見直しを行った。R２年

度は骨格であることから作成せず。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：国民健康保険課 

取組項目 No. 137 取組細項目 国民健康保険財政の健全化・安定化 

内容 

 保険給付の適正化及びデータヘルス計画に基づく保健事業等を進め、歳出の抑制を図りつつ、保

険税の改定、収納率の向上等により歳入を確保し、財政の健全化・安定化を図る。（目標効果額につ

いては、平成 28 年度は税率改定による収納見込額を、平成 29 年度は収支予測に基づく見込額を記

載。なお、平成 30 年度以降は県へ広域化されるため効果額が大きく変動する可能性がある。）※国

保財政は平成 28 年度決算で収支が黒字となり、平成 27 年度時点での赤字見込みも含め累積赤字は

解消となった。  平成 30 年度以降の目標・効果見込額については、計画当時の予測で設定していた

ものの、広域化により財政運営は県との共同となり、県から毎年示される国保事業費納付金に基づ

き保険税を検討することから、その構造自体が大きく変わっている。 さらに、被保険者数の減少

が進み、保険税収入増が見込めない中、広域化に伴う経過的な不確定要因も多く、税率を据え置い

ている。 そのため、ここ数年の納付金の動向を注視したうえで、将来の財政運営と保険税改定を

見極めていく必要がある。 

成果指標 

a. 税率改定による増収額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 130,000 137,958 304,000 169,589 - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 137,958 169,589 - - - 

進捗状況（各年度判定） A B B B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

令和２年度については、国保運営協議会から、財政運営について県広域化に伴う経過的な不確定要

因が認められるとの答申を受けたことから、これらも踏まえ税率を据え置いた。今後も納付金等の

動向を注視しながら保険税率を決定するとともに財政の健全化・安定化に努める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・H27 年度収支予測時点で､H27 年度の歳入不足額を約 260 百万円と予測し､その 2 分の 1 分(130

百万円)が増収となるように H28 年度の保険税率改定を行った｡ 

・H29 年度については､H28 年度から H30 年度の収支予測を行った上で､H28 年度の歳入不足額の

2 分の 1 分(162 百万円)を保険税改定した。Ｈ30 年度からは国保の広域化が開始することで納付金

を県に納める制度に変わるため､今後県から示される試算値を注視しながら保険税率を決定すると

ともに、国保財政の健全化に努める。 

平成 29 

年度 

・H29 年度については､H28 年度の歳入不足額の 2 分の 1 分(162 百万円)を保険税改定したが、被保

険者数の減少による影響が大きかったことから調定額が伸びず、31 百万円の増に留まった。 

・H30 年度については､国保の広域化後に県から示される納付金等の動向が不透明なため税率等を

据え置いた。今後の納付金等の動向を注視しながら保険税率を決定するとともに、国保財政の健全

化に努める。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度については、税率を据え置いている中で、被保険者数の減が影響したことにより、調

定額が下がった。 

・平成 31 年度(令和元年度)については、国保運営協議会から、財政運営について県広域化に伴う経

過的な不確定要因が認められるとの答申を受けたことから、これらも踏まえ税率を据え置いた。今

後も納付金等の動向を注視しながら保険税率を決定するとともに財政の健全化・安定化に努める。 

令和元 

年度 

・令和元年度については、税率を据え置いている中で、被保険者数の減が影響したことにより、調

定額が下がった。 

・平成 31 年度(令和元年度)については、国保運営協議会から、財政運営について県広域化に伴う経

過的な不確定要因が認められるとの答申を受けたことから、これらも踏まえ税率を据え置いた。今

後も納付金等の動向を注視しながら保険税率を決定するとともに財政の健全化・安定化に努める。 

令和 2 

年度 

・令和２年度については、税率を据え置いている中で、被保険者数の減が影響したことにより、調

定額が下がった。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ① 財政健全化に向けての取組の推進 

 
進捗管理課：農政課 

取組項目 No. 184 取組細項目 農業共済事業の廃止による人件費削減 

内容 

 令和２年４月１日の農業共済事業の県下１組合化に向けて、市町等から新組合への事務の引き継

ぎ方法や、各市町等で異なる賦課金や報酬等の単価統一、新体制での事業の進め方等について、県

および各市町等と具体的な協議を進める。また、令和２年３月３１日をもって宝塚市農業共済条例

及び特別会計を廃止するため、令和元年１２月議会において廃止案を提案する。 

成果指標 

a. 人件費 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 - - - - - - - - 9,000 9,350 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - 9,350 

進捗状況（各年度判定） - - - A - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
令和 2 年 4 月 1 日に農業共済組合が発足し、県下一組合化された。本市からは職員一名を派遣し

ている。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
- 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 
- 

令和元 

年度 

・県、他市町と協議を重ね、スムーズに一組合化できるよう調整を行った。また、宝塚市農業共済

条例、特別会計等、農業共済事業の廃止が完了した。 

・令和 2年 4月 1日の農業共済事業の県下一組合化に向け、連絡体制の構築、職員派遣に関する取

り決め等、県、各市町と協議を進めている。 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：市税収納課 

取組項目 No. 119 取組細項目 市税等の収納対策の充実 

内容 
 市税等について、口座振替の勧奨、電話による納税案内や滞納整理の強化等により、収納率をア

ップする 

成果指標 

a. 市税現年度分収納率 

b. 市税滞納繰越分収納率 

c. 国保税現年度分収納率 

d. 国保税滞納繰越分収納率 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 98.8 98.8(A) 98.9 98.9 99.0 99.1 99.1 99.1 99.2 99.1 

b. % 18.6 19.1(A) 19.5 25.0 20.4 24.9 21.3 30.4 22.2 32.6 

c. % 91.1 91.1(A) 91.3 91.4 91.5 92.6 91.7 93.5 91.9 95.3 

d. % 14.2 14.0(C) 14.7 15.8 15.2 18.5 15.7 22.0 16.2 23.5 

取組効果額（千円） 158,246 377,017 544,762 728,311 805,901 

進捗状況（各年度判定） ※ A A B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨な

どにより、年度内収納の向上に取り組んでいる。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即し

た納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分と

執行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んでいる。引き続き市税収納率向上アクションプラン

（第 5 次）に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託

などにより収納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付し

やすい環境を整備する必要がある。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・市税収納率向上ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ(第 4次)に沿った取組を実施した。現在の取組を継続実施しつつ、より

効果的な取組の調査研究、業務改善が必要である｡ 

・口座振替の推進など現在の取組を継続するとともに、効果的な取組を調査研究し、収納率の向上

に取り組む。 

平成 29 

年度 

・現年度分収納率の向上については、口座振替納付の勧奨、納税案内センターからの納付案内、休

日納税相談の強化などにより、年度内収納の向上に取り組んだ。滞納繰越分収納率の向上について

は、滞納者の生活実態に即した適切な滞納処分の実施、休日納税相談の強化などにより、滞納税額

の縮減に取り組んだ。引き続き市税収納率向上ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ(第 4 次)に沿った取組を実施するととも

に、より効果的な取組の調査研究、業務改善が必要である｡ また、着実な収納率向上を図るために

は、組織体制の検証、体制強化の検討も必要である。 

・現在の取組を継続して実施するとともに、その改善に取り組む。また、効果的な取組の調査研究

などに努める。 

平成 30 

年度 

・現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨

などにより、年度内収納の向上に取り組んだ。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即した

納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分と執

行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んだ。引き続き市税収納率向上アクションプラン（第４次）

に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託などにより収

納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付しやすい環境を

整備する必要がある。 

・現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨

などにより、年度内収納の向上に取り組んでいる。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即

した納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分

と執行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んでいる。今年度は１０月１日から地方税共通納税シ

ステムの運用を開始し、納税環境の整備を図る。引き続き市税収納率向上アクションプラン（第４

次）に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託などによ

り収納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付しやすい環

境を整備する必要がある。 

令和元 

年度 

・現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨

などにより、年度内収納の向上に取り組んだ。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即した

納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分と執



行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んだ。引き続き市税収納率向上アクションプラン（第４次）

に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託などにより収

納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付しやすい環境を

整備する必要がある。 

・現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨

などにより、年度内収納の向上に取り組んだ。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即した

納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分と執

行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んだ。引き続き市税収納率向上アクションプラン（第４次）

に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託などにより収

納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付しやすい環境を

整備する必要がある。 

令和 2 

年度 

・現年度分については、納税案内センターからの納付案内、休日納税相談の実施、口座振替の勧奨

などにより、年度内収納の向上に取り組んでいる。滞納繰越分については、滞納者の生活実態に即

した納税相談により自主納付を促進するとともに、滞納者の財産等の調査に基づき適切に滞納処分

と執行停止を行い、滞納税額の縮減に取り組んでいる。引き続き市税収納率向上アクションプラン

（第 5次）に沿った取組を実施する。さらなる収納率の向上には、職員の増員や業務の外部委託な

どにより収納体制を強化する必要がある。また、インターネットサービスを利用し、より納付しや

すい環境を整備する必要がある。 

※Ｈ28年度の指標１から指標４までの実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：住まい政策課 

取組項目 No. 120 取組細項目 市営住宅使用料収納対策の充実 

内容 

 現在、入居者の家賃等使用料は指定管理者が収納し、退去者の家賃等滞納使用料については、退

去時の状況を勘案し、必要に応じて弁護士法人に委託して収納している。今後、入居者で滞納家賃

等があり、納付相談に応じないなどの事案については、弁護士に収納業務を委託することにより、

収納対策を強化し、収納率の向上を図ることを検討する。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

b. 過年度収納率 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 96.5 96.4 97.5 96.8 98.0 97.0 98.0 98.6 98.0 98.7 

b. % 8.7 8.7 10.0 6.7 12.0 7.4 12.0 8.7 12.0 11.2 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 11,136 9,312 10,553 16,400 19,124 

進捗状況（各年度判定） B B C B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

滞納を増やさないこと、滞納が発生した場合は早期に相談、指導を実施することが徴収率の向上

につながっている。今後も指定管理者や弁護士法人等と密に情報共有を行い債権回収に継続的に

努めていくことが必要である。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【指標:1 現年度収納率】 指定管理による徴収率向上の取り組みは一定の効果（前年比+0.4％）

をみせているものの、設定した目標値にはわずかながら及ばなかった。 

【指標:2 過年度収納率】 指定管理及び弁護士法人への委託による徴収率向上の取り組みにより、

徴収率においては目標値を達成したものの、悪質な長期高額滞納者を対象とした住宅の明渡しを含

む法的手続き等の取り組みが不十分であり、今後の課題である。 ※現年度及び過去の滞納の徴収の

向上に伴って、過年度の調定額は減少することから、金額面での目標値（効果見込額）の達成が困

難になるという矛盾がある。 

・現在、入居者の家賃等使用料は指定管理者が収納し、退去者の家賃等滞納使用料については、退

去時の状況を勘案し、必要に応じて弁護士法人に委託して収納している。今後、入居者で滞納家賃

等があり、納付相談に応じないなどの事案については、弁護士に収納業務を委託することにより、

収納対策を強化し、収納率の向上を図ることを検討する。 

平成 29 

年度 

・指標:1 現年度収納率 指定管理による徴収率向上の取り組みは一定の効果（前年比+0.4％）をみ

せているものの、設定した目標値には及ばなかった。 指標:2 過年度収納率 指定管理及び弁護士法

人への委託による徴収率向上の取り組みが結果に結びつかなかったものの、高額滞納者に対する住

宅明渡等訴訟にも既に着手しており、今後も徴収率向上に努めていく。 

・新滞納整理要綱に基づき、連帯保証人からの家賃滞納者への督促の依頼や連帯保証人への連帯保

証債務の履行請求など、連帯保証人を交えての家賃滞納者への納付指導等に早期に取り組むことに

より、滞納の長期化及び滞納額の高額化を未然に防止する対策を継続する。 

平成 30 

年度 

・現年度収納率、過年度収納率向上の取り組みは、それぞれ前年比＋0.2％、＋0.7％と一定の効果

をみせているものの、設定した目標値には及ばなかった。明渡訴訟を行った高額滞納者３件につい

ては、１件は自主退去、１件は強制執行を行い、残る 1 件は強制執行に向けた手続き中である。ま

た、訴訟の手続を進めている案件（2 件）や公正証書に基づき支払状況を監視している案件（1 件）

がある。今後は、高額滞納者を生まない早期の取組が課題であり、このような実績の積み重ねが滞

納の長期化の抑止力につながるものと期待している。 

・住宅明渡し等の判決が確定した案件については強制執行に向けた手続きを進めるほか、高額滞納

者のみならず、滞納者に対しては早期に納付相談、納付指導を指定管理者と連携をしながら行うと

ともに、それでも滞納の長期化が懸念される者には、高額滞納者になる前に、住宅明渡しを含めた

取組を実施していくことで、目標が達成できるよう努めていきます。 

令和元 

年度 

・現年度収納率、過年度収納率は、それぞれ前年比＋1.6％、＋1.3％であるが、なお設定した目標

値を達成できていない部分が残っている。具体的な取組としては、前年度末に議会の承認を得た２

件の滞納者について、１件は即決和解、１件は民事調停が成立した。また、前年度中に判決が確定

していた１件及びあらたに訴訟を提起した１件について強制執行を断行した。 



・新たな指定管理者や収納委託する弁護士法人との連携強化が功を奏し、収納率の向上につながっ

た。条例及び滞納整理要綱も改正（令和２年４月１日施行）し、引き続き、効率的な債権回収に取

り組む。 

令和 2 

年度 

・過年度収納率は目標にはわずかに及ばなかったものの前年比+2.5％、現年度収納率は 2 年連続で

目標を大きく上回る実績を達成し、ともに５年間を通じた最高値を更新している。これは滞納が高

額になる前に積極的に納付相談、納付指導を徹底してきた取組みが結実したものであり、引き続き

指定管理者や弁護士法人等と連携し、この水準の維持に努める。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：学事課 

取組項目 No. 121 取組細項目 奨学金の収納対策の充実 

内容 
 奨学金の滞納償還金を改善することを目的に、高額滞納者で催告に応じないなどの徴収困難者に

対する収納事務を債権回収会社に委託し、収納対策を強化することにより、収納率向上を図る。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

b. 過年度収納率 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 67.2 77.0(A) 67.2 77.3 67.2 84.3 67.2 84.5 67.2 81.8 

b. % 13.9 13.6(C) 13.9 12.5 13.9 12.6 13.9 13.0 13.9 16.0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 2,088 2,098 3,392 3,898 4,182 

進捗状況（各年度判定） ※ B B C A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

現年度分については積極的に電話催告及び文書催告に取り組む。また、収納率アップのため口座振

替による収納を開始する。過年度分については収納率アップのため、引き続き、電話催告や臨戸訪

問、支払督促に取り組む。債権回収業務委託については、委託先の変更について検討する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【指標:1 現年度収納率】 定期的な督促や催告を行い、償還に関する相談にも対応した。現年度

分の徴収額は、13,260,600 円で、収納率は 77.0％であり、目標を上回った。今後も電話催告や臨戸

訪問を強化し、債権回収に取り組む。 

【指標:2 過年度収納率】 平成 28 年 10 月から契約し、滞納者に対する催告を進めた。平成 28 年

度のサービサー委託者からの徴収額は 466,000 円となった。今後は委託件数を増やして、収納率向

上に努める。 

・【指標:1 現年度収納率】 定期的な督催告状を送付するとともに、電話催告、臨戸訪問もあわせ

て積極的な滞納整理に努める。 

【指標:2 過年度収納率】 今後も新たな徴収困難者について委託し、収納率向上に努める。 

平成 29 

年度 

・現年度については、前年度に引き続き、定期的な書面による催告の他、全件への電話催告、償還

に関する相談も対応した。現年度分の徴収額は、12,743,159 円、徴収率 77.25％であり目標を上回

った。 

過年度については、前年度に引き続き、滞納者 97 人のうち、全く償還に応じない 30 人を抽出して

債権回収会社（サービサー）へ徴取委託した。この他の 67 人に対して催告状を送付するほか、電話

催告、臨戸訪問も実施したが、徴収額は 2,398,100 円、徴収率 12.46％、そのうちサービサーによ

る徴収額は 588,500 円となり、目標を下回った。徴収率低下は、滞納者の就業状況や経済状況が好

転せず、償還計画通りの償還が困難な状況にある者が多いことが原因であると考えられる。 

・現年度については、定期的な督催告状を送付するとともに、電話催告、臨戸訪問もあわせて積極

的な滞納整理に努め、滞納の発生を未然に防いでいく。 

過年度については、今後も新たな徴収困難者について委託し、サービサーからの催告にも応じない

滞納者については、臨戸訪問や、電話催告の強化を図り、支払督促等の法的措置も視野に入れた対

応に努める。 

平成 30 

年度 

・ 現年度については、前年度に引き続き、定期的な書面による催告の他、全件への電話催告、償

還に関する相談も対応した。現年度分の徴収額は 14,005,800 円、徴収率 84.31%であり目標を上回

った。 過年度については、前年度に引き続き、滞納者のうち、全く償還に応じない 38 人を抽出し

て債権回収会社（サービサー）へ徴取委託した。 この他の滞納者に対しては催告状を送付するほ

か、電話催告、臨戸訪問も実施し徴収額は 2,599,500 円、徴収率は 12.62%、サービサーによる徴収

額は 734,000 円となった。平成 29 年度滞納分については徴収額 916,400 円、徴収率 24.4%と目標

を下回ったが、平成 28 年度以前滞納分については徴収額 1,683,100 円、徴収率は 10 パーセントと

なり目標を上回った。その要因については滞納者が同一の場合、平成 29 年度以前分の徴収を優先

的に行ったためである。 

・ 現年度については、定期的な督催告状を送付するとともに、電話催告、臨戸訪問もあわせて積

極的な滞納整理に努め、滞納の発生を未然に防いでいく。 過年度については、今後も新たな徴収

困難者についてはサービサーへ委託し、サービサーからの催告にも応じない滞納者については、臨



戸訪問や、電話催告の強化を図り、支払督促等の法的措置も視野に入れた対応に努める。 

令和元 

年度 

・令和元年度債権管理の取り組みについて 

①現年度分 

 令和元年度から新たに償還を開始する者や、滞納がない債務者については、新たな滞納が発生し

ないように取り組んだ。また、予定通りに償還が出来ていない債務者に対し文書催告と電話催告を

実施した。 

 ※徴収率 

  H30 年度 84.31％ 

  R01 年度 84.49％ 

②過年度分（滞納分） 

 滞納者の内、学事課からの催告に応じない者は債権回収会社に回収を委託している。定期的に償

還を行っている者に対しては、償還が途切れないよう管理を行っている。その他の滞納者について

は、電話催告等を実施し、償還開始するように交渉を行った。 

 ※徴収率 

  H30 年度 12.62％ 

  R01 年度 13.03％ 

・ 債権管理については、過年度分（滞納分）の回収が目標を達成出来ていない。今後は返済に応

じない滞納者に返済を開始させる取り組みを中心に実施する。具体的には、電話催告・催告状の送

付を実施し、応じない者については臨戸訪問を実施し、滞納額の減少に努める。 

令和 2 

年度 

・現年度分については、未納月がある者に対して督促・催告書を送付し、償還を促した。 

・過年度分については滞納者のうち 47 人を抽出して債権回収会社へ委託した。平成 28 年度から委

託を開始し、同年度の委託収納率は約 4%であったが、継続して収納委託に取り組み、令和 2 年度

の委託収納率は約 14%となった。 

・また、委託対象者を含め、特に滞納額が大きい債務者や消滅時効が迫る案件については債務承認

や分納誓約を得るため電話催告や臨戸訪問や行った。裁判所を通じた支払督促にも取り組み、高額

滞納者から分割納付誓約をとりつけた。 

※Ｈ28 年度の指標１、指標 2 の実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：生活援護課 

取組項目 No. 122 取組細項目 生活保護返戻金回収事務の適正な実施 

内容 
 被保護者が収入申告を確実に行い、返還金が発生しないように指導するとともに、既存の返還金

対象者については、返済が不履行とならないように債権管理を適切に行う。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

b. 過年度収納率 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 36.0 48.4(A) 36.0 64.4 36.0 58.9 36.0 53.7 36.0 44.6 

b. % 9.0 7.8(C) 11.0 6.8 11.0 7.4 11.0 6.1 11.0 7.4 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 3,245 16,060 8,638 9,531 -2,399 

進捗状況（各年度判定） ※ B B B C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 

計画全期間を通して現年度収納率については指標達成し、また大きく上回る年度もあったが、過年

度収納率については、達成できなかった。引き続き、返還金が発生しないよう収入申告を確実に行

うように指導する。既存の返還金対象者については､返還金が不履行とならないように文書及び訪

問による催告を行い、適切な債権管理に取り組む｡ 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【指標:1 現年度収納率】 生活保護受給者の就労及び年金等の調査を実施し､収入申告を確実に行

うように指導し､返還金が発生しないようにしてきたことにより、昨年度に比べ調定件数及び調定

額は減少となり、当初目標を達成することができた。 

【指標:2 過年度収納率】 文書催告や督促等により納付相談や納付の継続を指導し､返還金が不履

行とならないよう取り組んだが、分割返済とならざるを得ない者については､保護の実施要領によ

り最低生活を阻害しない程度の金額として､上限が単身世帯月 5 千円､複数世帯月 1 万円と定められ

ていることから､収納率がなかなか伸びず､当初目標を達成することができなかった。 

・【指標:1 現年度収納率】 引き続き、生活保護受給者の就労及び年金等の調査を実施し､収入申告

を確実に行うように指導し､返還金が発生しないようにするとともに､既存の返還金対象者について

は､返還金が不履行とならないように債権管理を行っていく｡ 

【指標:2 過年度収納率】 過年度返還金については､既に費消してしまっており､一括返済ができな

い状況の者については分割返済とならざるを得ず､最低生活を阻害しない程度の金額として､保護の

実施要領により上限が単身世帯月 5 千円､複数世帯月 1 万円と定められていることから､長期的な返

済となってしまう場合がある｡このように徴収が困難な状況ではあるが､引き続き文書催告や督促等

により納付相談や納付の継続を指導し､返還金が不履行とならないように債権管理を行う｡ 

平成 29 

年度 

・現年度については、生活保護受給者の年金受給状況の確認や課税状況の調査を実施するとともに､

収入申告を確実に行うように指導し､返還金が発生しないようにしてきたことにより、昨年度に比

べ法 78 条による調定件数及び調定額は減少となったこと、法 63 条は調定件数及び調定額は増額し

たものの、一括による返還が出来たことにより、当初目標を達成することができた。 過年度につい

ては、文書催告、督促等による納付相談や納付の継続を指導し､返還金が不履行とならないよう取り

組んだが、過年度返還金対象者は､保護の実施要領により最低生活を阻害しない程度の金額として､

上限が単身世帯月 5 千円､複数世帯月 1 万円と定められていることから､収納率がなかなか伸びず､

当初目標を達成することができなかった。 

・引き続き、生活保護受給者の年金受給状況の確認や課税状況の調査を実施するとともに､収入申告

を確実に行うように指導し､返還金が発生しないようにするとともに､既存の返還金対象者について

は､返還金が不履行とならないように債権管理を行っていく｡過年度返還金については､最低生活を

阻害しない程度の金額として､保護の実施要領により上限が単身世帯月 5 千円､複数世帯月 1 万円と

定められていることから､長期的な返済となる｡このように徴収が困難な状況ではあるが､少額返還

中に未納が生じた際に返還金が不履行とならないよう、文書催告や督促等により納付相談や納付の

継続を指導し､債権管理を行う｡長期未納者については、実地調査などにより生活実態を把握し、継

続的な納付交渉に努める。 

平成 30 

年度 

・指標 1：現年度収納率については目標を上回ったが、指標 2：過年度収納率については目標を達成

できなかった。現年度分については、決定後一括返済を求め、困難な場合は分割納付を承認、収納



漏れを防ぐため可能な限り保護費との調整または福祉事務所による代理納付による収納を行った。

また、世帯収入の取扱いや収入申告の義務について説明、理解したことを確認することで、返戻金

発生の防止にも努めた。過年度分については、決定時に一括返済が不可能なため分割納付中のもの

が大半であり、債務者は生活保護受給者または過去に生活保護を受給していた者であることから、

生活の維持に支障がないよう配慮する必要があるため、少額ずつ長期にわたる返済計画となること

が多いことから、収納率上昇は困難であった。 

・現年度分については、目標収納率を達成していることから、これまでの取組内容を引き続き実施

する。過年度分については、分割納付中に納付が滞った場合、速やかに納付勧奨を行い、生活保護

受給者については、納付書による納付が滞っている場合は、可能な限り保護費との調整または福祉

事務所による代理納付の申し出をするよう促すことで、収納率上昇を目指す。 

令和元 

年度 

・一括返済が困難な場合は、分割納付（返済）計画を作成し、対象の債務者に毎月末に納付書を送

付。また、福祉事務所による代理納付の申し出を促した。納付がない債権者には、適宜電話・訪問

での催告を行った。生活保護費返戻金にかかる債権についての事務処理手順を定めた「生活保護費

返戻金債権管理マニュアル」の見直しを行った。分割納付（返済）計画の見直し等、交渉が必要な

債務者の抽出方法を定めた。 

・今後も「生活保護費返戻金債権管理マニュアル」に従い、適切な債権管理に取り組む。 

令和 2 

年度 

・返還・徴収決定による一括納付書発送後、収納が確認できない債務者に対し月３回督促状を発送

した。６か月以上納付がない債務者には、年２回催告文書を発送した。また、状況に応じ訪問によ

る催告を実施した。一括もしくは現在の計画での返納が困難な場合は、納付方法について相談に応

じ、債務者の収入状況等を正確に把握したうえで納付計画を再考し、回収に努めた。 

※Ｈ28 年度の指標１、指標 2 の実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：保育事業課 

取組項目 No. 123 取組細項目 保育所保育料収納対策の充実 

内容 

 保育料未納者に対し、夜間電話催促を行っており、市立保育所では、保育所長から口頭により、

支払いを促している。未納額が高額になっている者に対しては、夜間自宅訪問を実施し、支払いを

促している。今後も収納対策を充実させ、収納率向上を図る。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

b. 過年度収納率 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 99.0 99.0 99.0 98.8 99.0 98.9 99.0 99.1 99.0 99.3 

b. % 11.0 12.3 11.0 15.3 11.0 17.3 11.0 15.8 11.0 18.5 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 2,290 1,924 3,426 4,834 7,165 

進捗状況（各年度判定） A B B A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

従来行っていた口座振替の推進、夜間自宅訪問、文書催告などに加え、未納者への電話督促や弟

妹の入所面接時に支払い相談の場を持つなど新たな取り組みも行った。滞納者と積極的に接触

し、納付の催告や児童手当からの申し出徴収の勧奨、分納誓約の徴取などの取組みを強化し、収

納率の向上を達成することができた。悪質滞納者に対しては、それまで行っていなかった財産調

査や差し押さえを実施し、逃げ得をさせないよう取り組んだ。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【指標:1 現年度収納率】 現年分の収納率向上のために最も費用対効果が高いと思われる口座振

替の積極的に勧奨した。引き続いて口座振替率の向上に努めていく｡   

【指標:2 過年度収納率】 費用対効果が高い児童手当からの申出徴収に重点的に取り組んだ。結果

として、平成 27 年度末は 21 世帯 830,000 円であったが平成 28 年年度末は 41 世帯 1,705,000 円

を児童手当から徴収することができ、収納率向上に寄与した。 

・【指標:1 現年度収納率】 引き続き、保育料の納付勧奨と口座振替率の向上に取り組む。 

【指標:2 過年度収納率】 引き続き文書催告や督促等により納付の継続を促していくとともに、財

産調査や滞納処分にも取り組んでいく。 

平成 29 

年度 

・新たな滞納発生を未然に防止するために現年度分に重点を置き、口座振替率の向上に努めた。 

滞納分については、引き続き年間 3 回程度の文書催告、夜間自宅訪問、分納交渉、児童手当からの

申出徴収に取り組んだ。 

・現年度分については引き続き口座振替の勧奨を行う。 

滞納分については、分納交渉や児童手当からの申出徴収のほか財産調査や給与照会にも取り組んで

いく。 

平成 30 

年度 

・新たな滞納の発生を未然に防止するために現年度分の収納確保に重点を置き、口座振替の推進に

努めた。特に新規入所面接時には積極的に勧奨した。滞納分については、年 3 回程度文書催告を行

うとともに、児童手当からの申出徴収や分割納付に取り組んだ。また、支払いが滞り、かつ分納や

児童手当からの申出徴収に応じない世帯に対しては、財産調査を行った。また高額滞納者の収納促

進と生活実態把握のために夜間自宅訪問を実施した。 

・現年度分については、口座振替が支払い忘れが少なく最も費用対効果が高いと思われるので、引

き続き口座振替率の向上に努める。滞納分については、分納や児童手当からの申出徴収を勧奨する

とともに、財産調査、特に職場への給与照会にも取り組んでいく。 

令和元 

年度 

・新たな滞納の発生を未然に防止するために現年度分の収納確保に重点を置き、口座振替の推進に

努めた。滞納分については、年 3 回程度文書催告を行うとともに、児童手当からの申出徴収や分割

納付に取り組んだ。滞納世帯の弟妹児童の新規入所面接時に支払相談や分納誓約書の徴取を実施し

た。また高額滞納者の収納促進と生活実態把握のために夜間自宅訪問を実施した。 

・現年度分については、引き続き口座振替率の向上に努める。滞納分については、分納や児童手当

からの申出徴収を勧奨するとともに、悪質滞納者について財産調査、特に職場への給与照会にも取

り組んでいく。 

令和 2 

年度 

・新たな滞納の発生を未然に防止するため口座振替の推進に努めた。年 3 回文書催告を行うととも

に、児童手当からの申し出徴収、分割納付に取り組んだ。滞納世帯の弟妹児童の入所面接時に支払



い相談や分納誓約書の徴収を実施した。高額滞納者の収納促進と生活実態把握のために夜間自宅訪

問を実施した。悪質滞納者に対し財産調査、財産差し押さえを実施した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：学校給食課 

取組項目 No. 124 取組細項目 学校給食費の収納対策の充実 

内容 
 平成 28 年度から学校給食費を公会計化したことから、債権管理、収納対策を充実させる。その

ため、支払督促を行うなど、給食費の滞納額に係る収納率向上に取り組む。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 99.8 99.0 99.8 99.3 99.8 99.3 99.8 99.4 99.8 99.5 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） -6,475 -3,940 -3,864 -2,880 -2,203 

進捗状況（各年度判定） C C C C B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

 平成 28 年度に学校給食費が公会計化して以降、年 3 回催告（文書、電話。訪問徴収）を実施、

納付も連絡もない世帯に対しては法的措置（支払督促）を実施するなど、計画通りに進めること

で、収納率は向上したものの、アクションプランに掲げた目標を達成することはできなかった。。 

令和 3 年度以降について、令和 2 年度と収納対策を計画的に進め収納率の向上に取り組んでい

く。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・ 公会計導入初年度ということもあり、事務の混乱による遅れから滞納整理の着手が遅れました。

それにより催告書の送付が、1 学期分の未納者に対しては平成 28 年 12 月に、2 学期分までの未納

者に対しては平成 29 年 3 月に、3 学期分までの未納者に対しては、平成 29 年 6 月に発送しまし

た。また、催告文書の送付以外に電話催告用に課内に電話を設置し、2 月から電話催告を実施しま

した。 しかしながら、滞納整理の着手が遅れたため、徴収計画どおりのスケジュールで滞納整理

を進めることができませんでした。その結果、目標としている収納率（99.8％）に及びませんでし

た。 

・ 口座振替による納付は、通常納期限と督促期限の 2 度の振替の機会があるため、確実な納付が

期待できることと、保護者の利便性の向上に資するため、現在納付書払いの納付者に対しては､納付

書発送時に口座振替依頼書を同封して口座振替利用を引き続き促していきます｡ また、滞納者に

対しては､学期ごとの催促を確実に行い､催促に応じない納付者に対しては電話催促や臨戸徴収を

行います｡このような取組によっても納付に応じない納付者に対しては､家庭の経済状況等の把握

に努めた上で､必要に応じて支払督促の法的措置を講じていきます｡ 

平成 29 

年度 

・ 年に 3 回（6 月、10 月、2 月）、文書催告、電話催告、訪問徴収を実施。その中で、納付も連絡

もなかった世帯（電話にも出ず、折り返しの連絡もない、夜間に電気がついているにも関わらず出

てこない、文書を投函しても連絡もない）については、未納額が上位の世帯から順に法的措置（支

払督促）を実施した。支払督促により、年に 3 回催告しても納付につながらなかった世帯から一括

納付、又は分割納付の申出を得ることができた。 

 その結果、平成 29 年度学校給食実費徴収金（現年度分）の徴収率は、99.3％であった。 

・平成 30 年度においても平成 29 年度と同様に年 3 回の催告（文書、電話、訪問）を実施し、納付

も連絡もない世帯に対しては、法的措置を実施する。法的措置に一定の効果が見込めたので、実施

回数を 2 回に増やして収納率の向上に努める。 

平成 30 

年度 

・ 6 月に文書催告、7 月に電話催告、8 月に訪問徴収を実施した。以上の取り組みで、納付も連絡

もない世帯に対しては、法的措置を実施した。 

・文書催告（6、10，2 月）、電話催告及び訪問（7、8、11、12，3 月）、法的措置（10、2 月）と一

連の対応を行う。 

令和元 

年度 

・ 年 3 回、6 月、10 月、2 月に文書催告、電話催告、訪問徴収を実施しし、納付も連絡もない世

帯に対しては法的措置を 10 月、2 月に実施した。 

・ 文書催告（6、10、2 月）、電話催告及び訪問徴収（7、8、11、12、3 月）、法的措置（10、2 月）

を計画通りに進める。 

令和 2 

年度 

・ 年 3 回、6 月、10 月、2 月に文書催告、電話催告、訪問徴収を実施し、納付も連絡もない世帯

に対しては法的措置を 10 月、2 月に実施した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：総務部総務課・各課 

取組項目 No. 125 取組細項目 債権管理条例、マニュアルに基づく債権管理の取組 

内容  債権管理条例、債権管理マニュアルなどに基づき、債権の適切な管理を行う。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A C C C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

各課の徴収事務における課題を見える化し、解決に向けて取り組むため、引き続き担当課ヒアリ

ングを実施し、意見交換会において共有していく。債権管理事務を効率化するため、オンライン

化推進部会等との連携について検討する必要がある。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 26 年 4 月 1 日の条例施行から 2 年が経過し､運用状況も踏まえて規定の見直しを行い､条例

に基づく債権放棄の上限額の設定等について､条例を改正した｡また､それに伴いﾏﾆｭｱﾙの見直しな

どを行った｡ 各課において、債権管理事務が適切に行われていない事例が散見されるため、引き続

き研修等により、債権管理事務の周知を図る必要がある。 

・ 各課において、債権管理事務が適切に行われていない事例が散見されるため、引き続き研修等

により、債権管理事務の周知を図る必要がある。 また、適切な債権管理事務が行われることを前

提として、歳入確保の観点から、財務部門を中心として未収金の回収対策を検討する必要がある。 

平成 29 

年度 

・①一部の私債権について行っている弁護士法人への徴収に関する事務の委託について、現行にお

ける各課の契約の問題点を整理し、課題の共有を図った。 

②歳入確保の観点から、財務部門において未収金の回収対策が検討されていない。 

・①一部の私債権について行っている弁護士法人への徴収に関する事務の委託について、関係各課

との協議も踏まえ、契約を集約する方向で引き続き検討を進める。 

②歳入確保の観点から、財務部門において未収金の回収対策が検討される必要がある。 

平成 30 

年度 

・①一部の私債権について行っている弁護士法人への徴収に関する事務の委託について、現行にお

ける各課の契約の問題点を整理し、課題の共有を図った。所管課において長期継続契約のためのプ

ロポーザルの実施に向けた予算措置について検討を行っている。②歳入確保の観点から、財務部門

において未収金の回収対策が検討されていない。 

・①一部の私債権について行っている弁護士法人への徴収に関する事務の委託について、各課にお

ける予算措置の状況に応じて対応する。②歳入確保の観点から、財務部門において未収金の回収対

策が検討される必要がある。 

令和元 

年度 

・①民法改正（債権法関係）、民事執行法改正に伴い、債権管理マニュアルの改訂を行い、全庁に周

知した。②民法改正（債権法改正）に関連し、連帯保証人に関する規律が変更されたことから、意

見交換会を開催し、連帯保証関係の規定及び運用の見直しを行った。③歳入確保の観点から、行革

担当と今後の取扱いについて協議した。 

・行革担当との協議及び企画部門における現状も踏まえ、総務部総務課で未収債権所管課における

債権管理の取組状況についてヒアリングを実施していくこととした。 

令和 2 

年度 

・①延滞金利率の改定の内容を反映するため、債権管理マニュアルの改定を行い、全庁に周知した。

②各課策定の徴収計画の進捗を確認し、未収債権がある課については担当課ヒアリングを最大 3 回

実施した。③担当課間の意見交換会を開催し、各課ヒアリングの状況について情報共有し、徴収事

務上の課題、キャッシュレス化への取組の方向性について協議を行った。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ② 市税等債権の確保 

 
進捗管理課：介護保険課 

取組項目 No. 138 取組細項目 介護保険料の収納対策の充実 

内容  電話催告や訪問徴収等の効果的な実施により、収納率の向上を図る。 

成果指標 

a. 現年度収納率 

b. 過年度収納率 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 99.0 99.0(A) 99.0 99.0 99.0 99.2 99.0 99.3 99.0 99.4 

b. % 13.7 13.4(C) 13.7 14.5 13.7 17.7 13.7 24.4 13.7 27.2 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 9,777 13,699 24,755 35,325 38,405 

進捗状況（各年度判定） ※ A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

引き続き丁寧な納付相談を行うとともに、滞納者の財産調査を行い、資力があるにもかかわらず納

付に繋がらない被保険者には滞納処分を執行するなど、適切な債権管理に努めていく。今後の課題

は、限られた人員で保険料業務のすべてを担っていることから、いかに担当人員を確保するか、ま

た、現行システムでは滞納管理機能が不足しており、職員が手作業で滞納整理事務を行っている部

分が多くあるため、職員の能力や資質に大きく依存せず、どのように事務の質を担保するかである

と考えている。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・【指標:1 現年度収納率】 28 年度は､督促状 12,092 通(各月)､催告状 2,681 通(11 月､2 月)発送し､

納付相談を行った。   

【指標:2 過年度収納率】 28 年度は催告状を 2,681 通(11 月､2 月)発送し､納付相談を行った｡反応

がない未納者に対して､電話による納付勧奨を初めて実施した｡なお､督促状は納期限より 20 日以内

に発送する必要があるため､過年度保険料は送付対象ではない｡ 

・業務量が増加し､職員数が増えない状況を踏まえ､現体制で実行可能な滞納整理を検討していく｡ 

平成 29 

年度 

・現年度について、平成 29 年度は督促状 11,655 通(各月)､催告状 2,594 通(11 月､2 月)発送し､納付

相談を行った。 過年度について、平成 29 年度は催告状 2,594 通(11 月､2 月)発送し､納付相談を行

った｡反応がない未納者に対して､電話・訪問による納付勧奨を実施した｡なお､督促状は納期限より

20 日以内に発送する必要があるため､過年度保険料は送付対象ではない｡ 

・業務量が増加し､職員数が増えない状況を踏まえ､少額未納者への個別催告など現体制で実行可能

な滞納整理を検討していく｡ 

平成 30 

年度 

・毎年度当初に徴収計画を策定し、目標徴収率を定めて取り組んでいる。従来の督促状、催告状の

送付に加え、少額未納者に対して文書により納付の働きかけを行い、効果があった。また、資力が

あるにも関わらず納付に繋がらない被保険者に対して差押を実施した。 

・引き続き、預金調査、差押を行っていくとともに、少額未納者への個別催告など収納率向上に対

して効果的な滞納整理を実施していく。 

令和元 

年度 

・毎年度当初に徴収計画を策定し、目標徴収率を定めて取り組んでいる。従来の督促状、催告状の

送付に加え、少額未納者に対して文書により納付の働きかけを行い、効果があった。また、資力が

あるにも関わらず納付に繋がらない被保険者に対して差押を実施した。 

・引き続き、財産調査、差押を行っていくとともに、少額未納者への個別催告など収納率向上に対

して効果的な滞納整理を検討していく。 

令和 2 

年度 

・毎年度当初に徴収計画を策定し、目標徴収率を定めて取り組んでいる。従来の督促状、催告状の

送付に加え、少額未納者に対して、文書や電話により納付の働きかけを行った。また、滞納者の財

産調査に力を入れ、資力があるにも関わらず納付につながらない滞納者には差押を実施した。取組

の効果としては、現年度普通徴収分の収納率、滞納繰越分の収納率ともに過去１０年で最高となり

目標を達成した。 

※Ｈ28 年度の指標１、指標 2 の実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：政策推進課・財政課 

取 組 項 目

No. 
126 取組細項目 ふるさと納税の推進 

内容 ふるさと納税制度の周知や、記念品の充実などにより、ふるさと納税の推進に取り組む。 

成 果 指

標 

a. ふるさと納税額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 90,000 99,992 100,000 127,902 110,000 158,557 120,000 189,543 130,000 124,099 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千

円） 
99,992 127,902 158,557 189,543 124,099 

進捗状況（各年度判

定） 
A B A A B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

ふるさと納税の周知や返礼品の充実を通じた寄附額増加に向けた取組について、本計画期間の間

に、新規提供事業者を 34 社追加し、返礼品の充実を図った。また、周知活動においては、返礼品カ

タログを返礼品提供事業者の協力のもと配布しているほか、阪急沿線情報誌「TOKK」への掲載等

を通じて、本市の魅力発信や返礼品ＰＲを実施した。こうした取組により、新型コロナウイルスの

影響があった令和 2 年度を除き、ふるさと納税寄附額が毎年約 3,000 万円の増となった。一方、寄

附の際に選択される返礼品の偏りにより、特定事業者の販売停止等の影響を大きく受ける課題があ

ることから、既存事業者のプロモーション強化や新規事業者を獲得していく必要がある。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年 4 月にふるさと納税記念品として宝塚大劇場公演ﾌﾞﾙｰﾚｲ及び手塚治虫ｼﾞｭｴﾘｰ絵画®を新

しく設定し､あわせて手塚ﾏﾝｶﾞ本の種類を追加した｡11 月には事業者を公募し､約 30 点の記念品を追

加した｡また各種ｲﾍﾞﾝﾄでの記念品ｶﾀﾛｸﾞの配布や宝塚歌劇団の機関誌「宝塚 GRAPH」への広告掲載

を通じて､市内外に制度の周知や魅力ある記念品のＰＲを行った｡以上の取組により前年度よりもふ

るさと納税額は増加したが、自治体間の競争が激化する中で、さらなる記念品の充実や一層効果的に

ＰＲできる手法の検討が必要となっている。 

・更なる記念品の拡充を図るとともに､記念品ｶﾀﾛｸﾞの配布方法や広告掲載の回数など､ふるさと納税

制度や記念品の魅力をより一層効果的に PR できる手法を検討する必要があると考える｡ 

平成 29 

年度 

・記念品カタログを記念品取扱事業者の協力のもと配布しているほか、宝塚歌劇団の機関誌「宝塚

GRAPH」や阪急沿線情報誌「TOKK」への広告掲載を通じて､制度の周知や本市の魅力ある記念品の

ＰＲを行ったが、自治体間の競争が激化する中で、さらなる記念品の充実や効果的なＰＲの手法の検

討が必要となっている。その他、個人情報漏洩防止や業務効率改善の観点からふるさと納税システム

の導入についての検討を行った。 

・新規の協力事業者を募り、記念品の拡充を図るとともに、ふるさと納税制度や記念品の魅力をより

一層効果的に PR できる手法を検討する必要がある｡また、ふるさと納税システムの導入により、業

務の効率化、簡素化を図る。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度は、新たに協力事業者を１事業者追加したほか、本市独特の宝塚大劇場公演チケット

やＪＲＡ阪神競馬場来賓室への招待等を継続して実施し、魅力発信に努めた。平成 30 年度中に国か

ら示された返礼品の見直し要請に従い、一部返礼品の見直しを行った。また、個人情報の適切な管理

や業務の効率化、簡素化を目的にふるさと納税システムを導入した。 

・引き続き新規の協力事業者を募り、記念品の拡充を図るとともに、より一層効果的にＰＲし、寄附

につながる手法を検討し、寄附金の獲得に努める。 

令和元 

年度 

・令和元年度は新たに協力事業者を 1 事業者追加したほか、子ども用家具の品目の充実や本市独自の

宝塚大劇場公演チケット、JRA 阪神競馬場来賓室への招待等を継続して実施し、魅力発信に努めた。 

・引き続き新規の協力事業者を募り、返礼品の拡充を図るとともに、より一層効果的に PR し、寄附

につながる手法を検討し、寄附金の獲得に努める。 



令和 2 

年度 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、返礼品の一部が一時的に販売停止となったことなど

により、ふるさと納税寄附金額は前年度比で減となった。そのような中、令和 2 年度の寄附金額の減

少の要因である、寄附の際に選択される返礼品の偏りの是正および寄附金額の増額に向けた取組とし

て、返礼品の更なる拡充を図った結果、新規事業者を 9 社追加した。また、ふるさと納税の使途に「新

型コロナウイルス感染症対策」を追加し、本使途への寄附が 3,350 万円（うち返礼品希望なし 530 万

円）集まった。今後も新規事業者の追加等、寄附金額増加に向けた取組を推進していく。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：行革推進課・道路管理課・関係各課 

取組項目 No. 127 取組細項目 ネーミングライツの実施 

内容 
 橋梁、トンネルなどを含む公共施設に、新たな愛称を命名する権利（ネーミングライツ）を取得

するスポンサーを募集し、市有財産の有効活用により、新たな財源の確保を図る。 

成果指標 

a. ネーミングライツ実施箇所 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 箇所数 0 0 1 0 4 4 4 4 3 4 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - 0 1,888 2,018 1,078 

進捗状況（各年度判定） C C A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

当初目標件数については達成し、一定の歳入を確保することができた。引き続き、ネーミングラ

イツの需要や他市の取組状況などの情報を収集するとともに、ネーミングライツにかかる事務的

経費などを勘案しながら、広告主からの提案型募集などの取り扱いなどについて検討していく。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・道路管理課において､花舞台でのﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ実現に向けて､H28 年度下半期に川西市､伊丹市､兵庫

県の実態､実施状況を調査し、H29 年度中の実施に向けて､募集要綱などの準備を行った｡ 引き続

き、花舞台以外でﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂを導入することができる候補となる施設を調査する必要がある｡ 

・平成 29 年度中のネーミングライツの実施に向けて、道路管理課において手続きを行う｡また、他

市の状況などの情報収集を行い､導入可能な施設を精査し､担当課とともに取組を進める｡ 

平成 29 

年度 

・道路管理課において、県や近隣市を参考に研究し、課題となっている国道や県道上を市が占用し

て設置している歩道橋などでの実施の可否についての管理者協議や県屋外広告条例に基づく広告

物規制適用の協議などを行うとともに、募集要綱を策定し、２月に公募し 3 月に審査会を開催した。

しかしながら、広告主の決定は平成 30 年度となり、7 月から歩道橋の３箇所×年 172 千円（税込）

で 4 年 9 ヵ月契約となった。また、花屋敷グラウンドは平成 30 年 4 月から年 1,500 千円（税込）

で２年契約となった。 

・平成 30 年 7 月から道路管理課で歩道橋３か所、平成 30 年 4 月からスポーツ振興課で花屋敷グラ

ウンドでのネーミングライツを実施することとなった。 引き続き、他市の状況などの情報収集を行

い､他にネーミングライツの導入可能な施設を精査し､担当課とともに取組を進める｡ 

平成 30 

年度 

・平成 30 年 7 月から道路管理課で歩道橋３か所で、平成 30 年 4 月からスポーツ振興課で花屋敷グ

ラウンドでのネーミングライツを実施することとなった。 

・引き続き、他市の状況などの情報収集を行い､他にネーミングライツの導入可能な施設を精査し､

担当課とともに取組を進める｡ 

令和元 

年度 

・他市の状況などの情報収集を行い､他にネーミングライツの導入可能な施設を精査中。令和 2 年 4

月から引き続き花屋敷グラウンドでのネーミングライツを実施することとなったが、金額は年 50

万円となる。 

・引き続き、他市の状況などの情報収集を行い､他にネーミングライツの導入可能な施設を精査し､

担当課とともに取組を進める｡ 

令和 2 

年度 

・昨年度に引き続き、目標件数を達成している。引き続き、他市の状況など情報収集を行い、他の

ネーミングライツの導入可能な施設を精査中。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：社会教育課・東公民館・西公民館・中央公民館 

取組項目 No. 128 取組細項目 公民館駐車場の有料化 

内容 

 新中央公民館の整備により、新たな公民館の利用者と周辺施設利用者との公平性の観点から新中

央公民館駐車場の有料化の検討にあわせて、東・西公民館（図書館を含む。）の駐車場の有料化につ

いて検討する。 

成果指標 

a. 実施年度 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 年度 - 0 
平成 29

年度 

平成 29

年度 
- - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - 793 2,974 2,416 -2,530 

進捗状況（各年度判定） C A - - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
平成 30 年 1 月から、東・西公民館（図書館含む）の駐車場有料化を実施した。指定管理者制度の

導入後、上限設定を行うなど、利用者サービスの向上に取り組んでいる。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・ 新中央公民館の整備により、新たな公民館の利用者との公平性の観点および不適切な駐車利用

を抑制するために、東・西公民館（図書館を含む。）の駐車場の有料化に向けて、事業者に導入プラ

ンの提案を求めるなどの検討を行った。 

・ 平成 29 年 6 月市議会に駐車場の使用料に関する条例改正議案を提出する。議決後、東・西公

民館（図書館を含む。）の駐車場管理業務委託契約を締結し､駐車場有料化を目指す｡ 

平成 29 

年度 
・平成 30 年 1 月から、東・西公民館（図書館を含む。）の駐車場有料化を実施した。 

平成 30 

年度 
- 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：行革推進課・関係各課 

取組項目 No. 129 取組細項目 新たな媒体への広告掲載の取組 

内容 
 市が保有する各種財産を広告媒体として有効に活用し、有料広告事業の拡大を図ることで、新た

な財源確保に取り組む。 

成果指標 

a. 新たな広告媒体への掲載件数 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 件 0 0 1 0 1 1 2 2 2 2 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - 60 398 887 

進捗状況（各年度判定） C C A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

目標件数は H29 年度を除いて達成し、一定の歳入を確保することができた。広告の掲載された広

告媒体を無償で提供いただく、現物提供も含め、費用対効果が見込める新たな広告媒体を見出せ

るよう、他市の事例などをもとに、関係所管課と協議を行うなど取組を進める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・市広報誌やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの広告掲載は達成できているものの､国民健康保険課や介護保険課で封筒

広告の募集を行っても応募がないなど､広告掲載へのﾆｰｽﾞが減少している。また､民間企業や他市の

事例などの調査､情報収集を行ったが、新たな広告媒体を見い出せていない｡ 

・引き続き､民間企業や他市の事例などを調査し､新たな広告媒体を検討する｡ 

平成 29 

年度 

・職員用端末や公用車、玄関マットへの広告掲載について検討を行ったが、業務における運用面へ

の影響や技術的な課題などにより導入には至っていない。 広告料収入を得るのではなく、広告掲載

した現物の提供を受けることで、歳出抑制につながるものもあり、他市で導入実績がある広告付き

AED について、関係課などへ情報提供を行った。 

・広告付き備品などの提供も含め、新たな広告媒体を見出せるよう、他市の事例などをもとに、関

係所管課と協議を行うなど取組を進める。 

平成 30 

年度 

・宝塚市立図書館のＨＰリニューアルに伴うサービス向上（書影表示）の結果としてアフィリエイ

トによる歳入を得ることができた。 

・新たな広告媒体を見出せるよう、他市の事例などをもとに企画提案型広告掲載要綱を見直し、関

係所管課と協議を行うなど取組を進める。 

令和元 

年度 

・令和元年度より中央図書館及び西図書館で壁面広告及び雑誌カバー広告を実施。令和元年～３年

の３年間の契約を締結。総額 1,000,000 円。（うち、令和元年度収入額は、中央図書館 188,000 円、

西図書館 126,000 円）また、昨年から継続して Amazon アフィリエイト収入を 81,821 円得た。ま

た、窓口サービス課に設置している行政情報モニターを長尾サ-ビスセンター及び宝塚駅前サービス

ステーションにも増設する変更協定を締結し、行政財産使用料（約 27 か月分で￥20,759 円）の増

収と受付番号案内システム（番号発券機）２台の無償貸与（更新にかかる費用の見積額￥1,546,910

円）を実現した。 また、新たな広告媒体を見出せるよう、他市の事例などをもとに企画提案型広

告掲載要綱の改訂作業をしているが、事務作業に係る業務量との費用対効果についての調整が出来

ていない。 

・企画提案型広告掲載要綱を改訂し、関係所管課と協議を行うなど取組を進める。また、行政媒体

への広告に限定せず、現物支給による広告媒体の活用等により歳出抑制につながる取組も進めてい

く。 

令和 2 

年度 

・中央図書館および西図書館において、図書館支援広告の募集を行い、中央図書館で 400,000 円、

西図書館で 200,000 円の歳入を得た。また、市民協働推進課 宝塚市みんなのまちづくり協議会ポ

ータルサイトバナー広告料で 9,900 円の歳入を得た。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：財政課 

取組項目 No. 130 取組細項目 予算書等の冊子の販売 

内容 
 予算書及び予算説明書の配付を希望する事業者に対して、有償で配付することにより、新たな歳

入を確保する。 

成果指標 

a. 年間収入額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 7 0 7 6 7 3 7 3 7 0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 0 6 3 3 0 

進捗状況（各年度判定） C B B C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 
今後も、市ホームページを通じて予算書販売の案内を行うとともに、予算に関する問い合わせの

際にも販売案内をすることにより、販売数の増に努める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・市民閲覧ｺｰﾅｰに配置するとともに､財政課で閲覧の対応をしており､購入希望者に販売している｡ 

・予算書販売の案内を行う必要がある｡ 

平成 29 

年度 

・市民閲覧コーナーに配置するととにも財政課において閲覧の対応をしているが、購入希望者には

販売している。全部で８冊販売した。 

・今後も、販売数が見込める当初予算時に、市ホームページを通じて予算書販売の案内を行うこと

により、さらに販売数の増に努める。 

平成 30 

年度 

・市民閲覧コーナーやＳＳ・ＳＣ等に配置するとともに財政課において閲覧の対応をしているが、

購入希望者には販売をしている。全部で 3 冊販売をした。 

・今後も、市ホームページを通じて予算書販売の案内を行うとともに、予算に関する問い合わせの

際にも販売案内をすることにより、販売数の増に努める。 

令和元 

年度 

・市民閲覧コーナーに配置するとともに財政課において閲覧の対応をしているが、購入希望者には

販売している。全部で 3 冊販売した。 

・今後も、販売数が見込める当初予算時に、市ホームページを通じて予算書販売の案内を行うこと

により、さらに販売数の増に努める。 

令和 2 

年度 

・市民閲覧コーナーに配置するとともに財政課において閲覧の対応をしたが、令和２年度は購入希

望者がいなかった。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：広報課 

取組項目 No. 131 取組細項目 広報たからづか、市ホームページへの有料広告掲載 

内容 

 現在、広報たからづかと市ホームページに有料広告を掲載しており、広告代理業務を委託してい

る。委託契約の条件として最低買い取り保証額を設定しているが、歳入の増大を図るべく、契約内

容の見直しなどに取り組む。 

成果指標 

a. 掲載件数 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 件 

広報た

からづ

か 36

件市ホ

ームペ

ージ

180 件 

広報た

からづ

か 37

件 市

ホーム

ページ

128 件 

広報た

からづ

か 36

件市ホ

ームペ

ージ

180 件 

広報た

からづ

か 36

件 市

ホーム

ページ

132 件 

広報た

からづ

か 36

件市ホ

ームペ

ージ

180 件 

広報た

からづ

か 32

件 市

ホーム

ページ

115 件 

広報た

からづ

か 36

件市ホ

ームペ

ージ

180 件 

広報た

からづ

か 12

件 市

ホーム

ページ

109 件 

広報た

からづ

か 36

件市ホ

ームペ

ージ

180 件 

広報た

からづ

か 48

件 市

ホーム

ページ

106 件 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 5,062 5,688 6,017 5,379 5,676 

進捗状況（各年度判定） C B B B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
広告掲載の依頼は、順調に推移している。引き続き広告掲載の依頼が安定的に確保できるよう、

魅力的な広報誌及びホームページの制作に取り組み、歳入確保に努める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・広告代理店との間で最低買い取り保障額を定めた契約を行った｡できるだけ高い効果額を目指し

て取り組んだが､広告代理店との契約の結果､5,062 千円の効果額となった｡引き続き広告主に広告

を掲載したいと思ってもらえるよう､さらに魅力的な広報誌､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞづくりに取り組む｡ 

・引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう､さらに魅力的な広報誌､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞづく

りに取り組む｡他市の事例も参考に､広告掲載基準の見直しを図る｡ 

平成 29 

年度 

・広告代理店との間で最低買い取り保障額を定めた契約を行った｡広告代理店との契約の結果､

5,688 千円の効果額となった｡引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう､さらに魅

力的な広報誌､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞづくりに取り組む｡ 

・引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう、さらに魅力的な広報誌やホームペー

ジづくりに取り組むことにより、歳入確保に努める。 

平成 30 

年度 

・広告代理店との間で最低買い取り保証額を定めた契約を行った結果、6,017 千円の効果額となっ

た。引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう、さらに魅力的な広報誌やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

づくりに取り組む。 

・引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう、さらに魅力的な広報誌やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞづ

くりに取り組むことにより、歳入確保に努める。 

令和元 

年度 

・広告代理店との間で最低買い取り保障額を定めた契約を行った結果､5,379 千円の効果額となっ

た｡引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう､さらに魅力的な広報誌やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

づくりに取り組む｡ 

・引き続き広告主に広告を掲載したいと思ってもらえるよう、さらに魅力的な広報誌やホームペー

ジづくりに取り組むことにより、歳入確保に努める。 

令和 2 

年度 

・広告代理店との間で最低買い取り保障額を定めた契約を行った結果､5,676 千円の効果額となっ

た｡目標には至らなかったが、前年度よりは効果額を上げることができた。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：会計課 

取組項目 No. 132 取組細項目 インターネットオークションによる公有財産売却 

内容 
 各物品管理者より売却の意思決定がされた物品をインターネットオークションにより売却する。

市として不要となった物品を売却することにより、新たな歳入を確保する。 

成果指標 

a. 年間の売却金額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 1,000 1,828 1,000 0 1,000 666 1,000 344 1,000 2,016 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 1,828 0 666 344 2,016 

進捗状況（各年度判定） A C C C A 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

インターネット公売を利用し、不用備品の売却を継続的に実施し、歳入確保を図ることができ

た。ヤフー（株）から事業承継した紀尾井町戦略研究所株式会社が令和 3 年 7 月より官公庁オー

クションを開始する。引き続き各物品管理者にインターネットオークションによる公有財産売却

の制度周知を図り、歳入確保に努める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・更新車両５台をインターネットオークションにより売却した。 その結果、目標を上回る売却額

となった。 

・引き続き各物品管理者にインターネットオークションについて周知を図り、目標の達成に努める。 

平成 29 

年度 

・高額での売却が見込まれる特殊車両（救急車及び消防車等）の更新タイミングに、売却台数及び

売却合計額が左右される。 平成 29 年度については、年度内に売却を予定していた車両 2 台（救急

車 2 台）が、車両更新整備計画のずれ込みにより、平成 30 年度及び平成 31 年度の売却予定へと順

延されたため、目標未達となった。 

・車両更新整備計画に基づき売却を実施していくとともに、棄却備品等について、コスト面におい

てインターネット公売に適するか確認を行う。また、引き続き各物品管理者にインターネットオー

クションによる公有財産売却の制度周知を図り、目標の達成に努める。 

平成 30 

年度 

・年度内に売却を予定していた更新予定車両 2 台のうち、1 台をインターネットオークションで

666,666 円で売却した。残りの１台については、下半期に売却する予定であったが、売却できず次

年度に繰り越すこととなった。 

・車両更新整備計画に基づき売却を実施していくとともに、棄却備品等について、コスト面におい

てインターネット公売に適するか確認を行う。また、引き続き各物品管理者にインターネットオー

クションによる公有財産売却の制度周知を図り、目標の達成に努める。 

令和元 

年度 

・年度内に売却を予定していた更新予定車両 2 台のうち、1 台をインターネットオークションで

344,440 円で売却した。残りの１台については、下半期に売却する見込であったが、車両更新計画

が後倒しとなり、売却は次年度に繰り越しとなった。 

・車両更新整備計画に基づき売却を実施していくとともに、棄却備品等について、コスト面におい

てインターネット公売に適するか確認を行う。また、引き続き各物品管理者にインターネットオー

クションによる公有財産売却の制度周知を図り、目標の達成に努める。 

令和 2 

年度 

・年度内に売却を予定していた更新予定車両を上半期に 1 台 1,139,000 円で、下半期に 1 台 877,000

円で売却した。結果、目標を上回る売却額となった。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (1) 財政健全化 

取組項目 ③ 歳入の創出など歳入確保の取組 

 
進捗管理課：行革推進課・公園河川課・各施設所管課 

取組項目 No. 133 取組細項目 自動販売機設置の検討 

内容 
 利用者へのサービス向上と新たな歳入確保のため、公共施設内に清涼飲料水の自動販売機の設置

を検討する。 

成果指標 

a. 新たな設置台数 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 台 - - 1 5 1 1 5 2 5 2 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - 663 934 1,407 1,709 

進捗状況（各年度判定） C A A C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
目標としていた設置数は概ね達成し、一定の歳入を確保することができた。引き続き、公共施設

の空きスペースなどに新たに自動販売機が設置できるよう調査、情報収集し、取組を進める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・H28 年度に新たに設置した箇所はなかったが､公共施設の空きｽﾍﾟｰｽに新たに自動販売機が設置で

きるｽﾍﾟｰｽがないか情報収集を行った｡ 

・公共施設の空きｽﾍﾟｰｽなどに新たに自動販売機が設置できないか施設所管課と協議し、取組を進

める｡また、市役所本庁舎において、平成 29 年 6 月末に設置場所を無償で使用許可していた自動販

売機が撤去されたため、平成 29 年 7 月から公募により新たに 5 台を設置し、年額 884 千円の効果

額を見込んでいる。 

平成 29 

年度 

・市役所本庁舎において、平成 29 年 6 月末に設置場所を無償で使用許可していた自動販売機が撤

去されたため、平成 29 年 7 月から平成 32 年 6 月 30 日までの３年間で、公募により新たに 5 台を

設置し、使用料は年額 884 千円となった。平成 29 年度は 7 月から３月までの９ヵ月分の市有財産

の使用料として、663 千円の納入を受けた。 

・公共施設の空きｽﾍﾟｰｽなどに新たに自動販売機が設置できないか情報収集を行うとともに、施設

所管課と協議し、自動販売機の新規設置に向けて取り組む｡ 

平成 30 

年度 

・市庁舎においては平成 29 年度に公募を行い、清涼飲料水自動販売機 8 台（設置契約期間：H29

年 7 月 1 日～R2 年 6 月 30 日）と災害対応型紙コップ式清涼飲料水自動販売機 1 台（設置契約期

間：H30 年 4 月 1 日～R3 年 3 月 31 日）の設置を行っている。 

・公共施設の空きｽﾍﾟｰｽなどに新たに自動販売機が設置できるよう調査､情報収集し、取組を進める｡ 

令和元 

年度 

・すみれガ丘中央公園等のグラウンドを併設する公園については、業者に採算性などをヒアリング

した結果、費用対効果が見込めないと判断し、検討を停止している。中央図書館の玄関前に設置し

た自動販売機２台については、473,694 円の収入となった。 

・公共施設の空きｽﾍﾟｰｽなどに新たに自動販売機が設置できるよう調査､情報収集し、取組を進める｡ 

令和 2 

年度 

・市庁舎内の自動販売機の更新により、収入増となったことと、西図書館において新たな自動販売

機を 2 台設置し、154,668 円の歳入を得た。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 139 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計) 

内容  平成 28 年度早期に策定する宝塚市水道事業経営戦略に基づき、経営健全化を推進する。 

成果指標 

a. 水道事業の経常収支比率 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 102.9 107.0 93.2 100.8 94.2 97.3 94.7 95.3 93.7 93.4 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A A A B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組については、「小林・

亀井浄水場跡地活用」及び「小浜・惣川浄水場夜間等運転管理委託業務」を除いてほぼ実行する

ことができた。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年 12 月に宝塚市水道事業経営戦略を策定し、経営戦略に掲げた経営健全化の取組みの職

員配置の見直し、給与減額等を行なった。指標を上回る結果を得た。 

・引き続き、経営戦略に掲げた経営健全化の取組みに基づき、経営の健全化を推進する。 

平成 29 

年度 

・宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについて、一部の

実施にとどまったが、指標を上回る結果を得た。 

・引き続き経営戦略に掲げた経営健全化に取組んでいく。 

平成 30 

年度 

・宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについて、一部の

実施にとどまったが、指標を上回る結果を得た。 

・引き続き、宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化に取組んでいく。 

令和元 

年度 

・宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについては一部の

実施にとどまったが、指標を上回る結果を得た。 

・引き続き宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化に取組んでいく。 

令和 2 

年度 

・宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組について一部を実施

した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 140 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（職員配置の見直し） 

内容  職員配置の見直し 

成果指標 

a. 人件費削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 8,000 5,632 8,000 6,167 24,000 14,642 40,000 14,642 40,000 41,672 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 5,632 6,167 14,642 14,642 41,672 

進捗状況（各年度判定） A A B C A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 

職員配置の見直し（正規から再任用への置換）の考え方をはじめ、水道事業の課題である耐震化事

業の迅速な推進のため必要な技術職員配置の再精査など、水道事業経営戦略の見直しとの整合性を

図りながら取り組んでいる。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・正規職員 1 名を再任用職員 1 名に置換したことにより、施策の効果があった。 

・現状の組織や業務を見直し、簡素で機能的な組織の再編に努める。 

平成 29 

年度 

・正規職員 1 名を再任用職員 1 名に置換した状況を継続している。 

・正規職員 1 名を再任用職員 1 名に置換する状況を継続していく。 

平成 30 

年度 

・本項目については小林浄水場職員の置換による効果を設定しているが、平成３０年度に同浄水場

における浄水運転業務を段階的に停止し変則勤務等の職員配置そのものを廃止している。また、阪

神水道企業団からの受水に伴う工事が概ね完了したため、技術職員１名を減員した。 

・職員配置の見直し（正規から再任用への置換）の考え方をはじめ、水道事業の課題である耐震化

事業の迅速な推進のため必要な技術職員配置の再精査など、水道事業経営戦略の見直しとの整合性

を図りながら取り組んでいく。 

令和元 

年度 

・技術職員について、１名の減員を継続している。 

・職員配置の見直し（正規から再任用への置換）の考え方をはじめ、水道事業の課題である耐震化

事業の迅速な推進のため必要な技術職員配置の再精査など、水道事業経営戦略の見直しとの整合性

を図りながら取り組んでいく。 

令和 2 

年度 
・阪神水道企業団受水完了に伴い同事業に従事していた技術職員について減員した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 141 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（民間活用） 

内容 

 アウトソーシングの推進（平成 28 年度：水道配水施設管理業務委託、生瀬浄水場完全委託、平成

29 年度：料金システム等の包括委託の拡大、小浜浄水場夜間等運転管理業務委託、平成 31 年度：

惣川浄水場夜間等運転管理業務委託） 

成果指標 

a. 効果額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 4,800 6,986 42,055 16,491 42,055 16,215 59,310 16,215 59,310 16,215 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 6,986 16,491 16,215 16,215 16,215 

進捗状況（各年度判定） A C C C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 
小浜浄水場の夜間及び土日祝の委託化について、令和４年度からの実施で令和３年度中に業者選定

を行う。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・水道配水施設管理業務委託について、再任用職員 3 名で行っていた業務を民間委託化した。生瀬

浄水場については委託業務を拡大し完全委託化した。料金ｼｽﾃﾑ等包括委託の拡大について､平成 29

年 4 月から実施するよう業者選定した｡ 

・平成 29 年度以降も民間委託を継続する。 

平成 29 

年度 

・小浜及び惣川浄水場の一部業務委託化について、労使交渉が整わず実施できていない。 

・実施に向けて調整を進める。 

平成 30 

年度 

・小浜及び惣川浄水場の一部業務委託化について、労使交渉が整わないことや他部署への配置換が

確定できず、実施できていない。 

・両浄水場の夜間及び土日祝日の委託化について、宝塚市水道事業経営戦略の見直しに合わせて再

度検討を進める。 

令和元 

年度 

・小浜及び惣川浄水場の一部業務委託化について、労使交渉が整わないことや他部署への配置転換

が確定できず、実施できていない。 

・両浄水場の夜間及び土日祝日の委託化について、宝塚市水道事業経営戦略の見直しに合わせて再

度検討を進める。 

令和 2 

年度 

・小浜浄水場の夜間及び土日祝の委託化について、令和４年度から実施することで、労使で妥結し

た。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 142 取組細項目 
経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（公営企業債償還年限の

延長） 

内容 
 経営システム改革の推進（公営企業債償還年限の延長）（償還年限延長の効果は、5 年据置以降か

ら見込まれる。） 

成果指標 

a. 効果額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 0 0 0 0 0 0 0 - 32,369 0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - 0 

進捗状況（各年度判定） A A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平準化を図

った。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

平成 29 

年度 

・平成 29 年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

令和元 

年度 

・令和元年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

令和 2 

年度 
・令和２年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 143 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（施設、財産の有効活用） 

内容  施設、財産の有効活用を図る（小林・亀井浄水場廃止、深谷貯水池用途廃止等）。 

成果指標 

a. 削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 0 0 0 0 337,030 241,140 337,030 323,440 337,030 330,172 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - 241,140 323,440 330,172 

進捗状況（各年度判定） D D B B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 引き続き協議を進める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・取組の前段階として、浄水場や貯水池等、今後有効活用を図れる可能性のある財産について資料

として整理し、一部については関係団体との協議に取り掛かった。 

・平成 30 年度からの目標達成に向けて引き続き検討を進めていく｡ 

平成 29 

年度 

・小林浄水場については新庁舎建設までの間、配水池等監視業務を継続する必要があり処分出来な

い。亀井浄水場については有効活用を図るよう廃止に向けたスケジュール等検討を進める。深谷貯

水池については関係団体との協議を継続している。 

・引き続き検討を進める。 

平成 30 

年度 

・小林浄水場は平成 30 年 6 月まで浄水運転を継続したのち運転を停止したが、新庁舎に設置予定

の配水池監視システムが稼働するまでの間、同浄水場内で引き続き配水池監視業務を行う必要があ

ることから、同浄水場は廃止せず使用することとしている。深谷貯水池については関係団体との協

議を引き続き行っている。 

・引き続き検討及び協議を進める。 

令和元 

年度 

・小林浄水場は平成 30 年 6 月まで浄水運転を継続したのち運転を停止したが、新庁舎に設置予定

の配水池監視システムが稼働するまでの間、同浄水場内で引き続き配水池監視業務を行う必要があ

ることから、同浄水場は廃止せず使用することとしている。深谷貯水池については関係団体との協

議を引き続き行っている。 

・引き続き協議を進める。 

令和 2 

年度 

・小林浄水場は平成 30 年 6 月まで浄水運転を継続したのち運転を停止したが、新庁舎に設置予定

の配水池監視システムが稼働するまでの間、同浄水場内で引き続き配水池監視業務を行う必要があ

ることから、同浄水場は廃止せず使用することとしている。深谷貯水池については関係団体との協

議を引き続き行っている。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 144 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（料金収入の確保） 

内容  料金収入の確保を図る（未収金対策、口座振替率向上による収納率の向上）。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A B B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
収納率の向上のため、口座振替率の向上や支払チャンネルの拡大に取り組んだ。今後も収納率向

上のため、様々な決済方法の導入を検討する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 27 年度から開始したペイジー口座振替受付サービスについてホームページで周知を図り、

利用を促した。 

・口座振替率の向上のため、今後も積極的な周知について取り組む。 

平成 29 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。 

・口座振替率の向上のため、今後も積極的な周知について取り組む。 

平成 30 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。次年度からは福祉減免制度廃

止に伴い納付書による支払金額が増えると思われることから、対象使用者個別に口座振替の利用を

促す通知を行った。 

・口座振替開始の申し込みを簡素化出来るシステムとしてペイジーを採用しているが、他の方法に

ついても研究を続ける。 

令和元 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。福祉減免制度廃止に伴い、対

象使用者個別に口座振替の利用を促す通知を行った。 

・口座振替の促進のため、口座振替開始の申し込みを簡素化できるシステムとしてペイジーを採用

している。口座振替 Web 受付サービスは全庁的に実施を見送った。 

令和 2 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組むとともに、モバイル決裁の導入を行い、

支払チャンネルの拡大に取り組んだ。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 145 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(水道事業会計)（給与減額） 

内容 
 人件費削減（重点取組項目の表１「給与の適正化及び給与・手当の減額」による水道事業会計に

おける減額分） 

成果指標 

a. 削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 25,761 23,896 26,787 25,460 27,813 26,792 3,667 3,667 3,667 3,667 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 23,896 25,460 26,792 3,667 3,667 

進捗状況（各年度判定） B A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 引き続き住居手当を見直した基準で支給する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し（確定値）、時間外勤務削減（5％目標）、3 年間の時

限措置として給料の減額（4.5～1.2％確定値）、地域手当据置（14％確定値）、職務加算の減額（1/2

確定値）、管理職手当減額（5％確定値）及び管理職特別勤務手当減額（1/2 確定値）を実施した。 

・時間外勤務の抑制を図りながら、引き続き給与減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し（確定値）、時間外勤務削減（5％目標）、3 年間の時

限措置として給料の減額（4.5～1.2％確定値）、地域手当据置（14％確定値）、職務加算の減額（1/2

確定値）、管理職手当減額（5％確定値）及び管理職特別勤務手当減額（1/2 確定値）を実施した。 

・次年度も同様の縮減を図る。 

平成 30 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し、時間外勤務削減、平成 28 年度から３年間の時限措

置として給料の減額、地域手当率の据え置き、職務加算の減額、管理職手当の減額及び管理職特別

勤務手当の減額を実施した。 

・平成 30 年度をもって給与減額の取組は終了するが、時間外勤務手当等の実績給については働き

方改革の趣旨の観点からも引き続き縮減を図る。 

令和元 

年度 

・住居手当を見直した基準で支給した。 

・引き続き住居手当を見直した基準で支給する。 

令和 2 

年度 
・住居手当を見直した基準で支給した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 147 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計) 

内容  平成 28 年度早期に策定する宝塚市下水道事業経営戦略に基づき、経営健全化を推進する。 

成果指標 

a. 下水道事業の経常収支比率 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 106.5 113.4 111.9 113.5 112.8 113.6 111.2 110.3 111.6 106.1 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組については。すべ

ての項目について実行することができた 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年 12 月に宝塚市下水道事業経営戦略を策定し、経営戦略に掲げた経営健全化の取組み

の、職員配置の見直し、給与減額等、下水道料金の改正を行なった。指標を上回る結果を得た。 

・引き続き、経営戦略に掲げた経営健全化の取組みに基づき、経営の健全化を推進する。 

平成 29 

年度 

・宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについて、一部

に実施にとどまったが、指標を上回る結果を得た。 

・引き続き、経営戦略に掲げた経営健全化に取組んでいく。 

平成 30 

年度 

・宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについて、一部

の実施にとどまったが、指標を上回る結果を得た。 

・引き続き、宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化に取組んでい

く。 

令和元 

年度 

・宝塚市水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについては一部の

実施にとどまり、指標を下回る結果となった。 

・引き続き宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化に取組んでい

く。 

令和 2 

年度 

・宝塚市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定）に掲げた経営健全化の取組みについて、一部

を実施した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 148 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計)（職員配置の見直し） 

内容  職員配置の見直し 

成果指標 

a. 人件費削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 8,000 6,148 8,000 6,148 8,000 6,148 8,000 6,148 8,000 6,148 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 6,148 6,148 6,148 6,148 6,148 

進捗状況（各年度判定） A A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 正規職員 1 名を再任用職員に配置換した状況を継続していく。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い

 

平成 28 

年度 

・正規職員 1 名を再任用職員に配置換したことにより、施策の効果があった。 

・現状の組織や業務を見直し、簡素で機能的な組織の再編に努める。 

平成 29 

年度 

・正規職員 1 名を再任用職員に配置換したことにより、施策の効果があった。 

・正規職員 1 名を再任用職員 1 名に置換する状況を継続していく。 

平成 30 

年度 

・正規職員１名を再任用職員１名に置換した状況を続けている。 

・正規職員 1 名を再任用職員 1 名に置換する状況を継続していく。 

令和元 

年度 

・正規職員 1 名を再任用職員に配置換した状況を続けている。 

・正規職員 1 名を再任用職員に配置換した状況を継続していく。 

令和 2 

年度 
・正規職員 1 名を再任用職員に配置換した状況を続けている。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 149 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計)（民間活用） 

内容  アウトソーシングの推進（管路維持管理業務包括委託） 

成果指標 

a. 効果額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 0 0 0 0 100,000 0 100,000 10,358 100,000 10,675 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - 0 10,358 10,675 

進捗状況（各年度判定） C D C C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 
当初計画した包括業務委託の内容や効果額について再検討を行い、下水道事業経営戦略のなかで令

和３年度より効果額の見直しを行った。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 29 年度からの実施に向け､調査･研究を行った｡平成 28 年度について､効果額の予定はない｡ 

・国のﾓﾃﾞﾙ事業として下水道包括業務委託を実施している河内長野市や一部区域で包括業務委託を

行っている堺市への視察を行ったが､本市とは異なる条件下での実施であった｡また､全国で包括業

務委託を行っている 12 団体についても､実施区域や業務内容が異なり､本市における効率的な包括

業務委託について引き続き慎重に調査､研究する必要がある｡これらのことから平成 29 年度からの

実施は困難であり、平成 30 年度からの実施に向けて検討を続ける。 

平成 29 

年度 

・コンサルタント会社に包括委託に関するアドバイザー業務を委託し、調査を進めた。 

・一度に包括委託を実現するには本市における市場性の課題などクリアすべき課題が多いことか

ら、段階的な委託を目指す。第一段階として、水路環境美化（除草・土砂分別）と現在、直営で実

施している現場パトロールの業務を一括して次年度から三ヵ年の委託を行う計画を進めている。 

平成 30 

年度 

・一度に委託化することが困難と判断し、次年度から第一段階として水路環境美化業務と直営で業

務を行っている現場パトロールとを包括して委託化する方針を打ち出し、労働組合とも協議を整え

た。次年度から三カ年の業務委託を開始し、効果額を生み出す。 

・当初計画した包括業務委託の内容や効果額について再検討する必要があり、下水道事業経営戦略

の見直しと合わせて調整を進める。 

令和元 

年度 

・令和元年度に、第一段階として水路環境美化業務と直営で業務を行っている現場パトロールとを

包括して、三カ年の業務委託を開始した。 

・当初計画した包括業務委託の内容や効果額について再検討する必要があり、下水道事業経営戦略

の見直しと合わせて調整を進める。 

令和 2 

年度 

・令和元年度に、第一段階として水路環境美化業務と直営で業務を行っている現場パトロールとを

包括して、三カ年の業務委託を開始した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 150 取組細項目 
経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計)（公営企業債償還年限

の延長） 

内容 
 経営システム改革の推進（公営企業債償還年限の延長）（償還年限延長の効果は、5 年据置以降か

ら見込まれる。） 

成果指標 

a. 効果額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 4,510 0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - 0 

進捗状況（各年度判定） A A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 
償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平準化を図

った。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 28 年度借入金についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

平成 29 

年度 

・平成 29 年度借入金についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度借入金についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

令和元 

年度 

・令和元年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 

・今後も、償還年限を延長することにより、年度あたりの元金支払額を減少させ、起債償還額の平

準化を図る。 

令和 2 

年度 
・令和２年度借入分についても、償還期間 40 年で借入を行った。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 151 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計)（料金収入の確保） 

内容  料金収入の確保を図る（未収金対策、口座振替率向上による収納率の向上）。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A A B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
収納率向上のため、口座振替率の向上や支払チャンネルの拡大に取り組んだ。今後も収納率向上

のため、様々な決済方法の導入を検討する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 27 年度から開始したペイジー口座振替受付サービスについてホームページで周知を図り、

利用を促した。 

・口座振替率の向上のため、今後も積極的な周知について取り組む。 

平成 29 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。 

・口座振替率の向上のため、今後も積極的な周知について取り組む。 

平成 30 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。次年度からは福祉減免制度廃

止に伴い納付書による支払金額が増えると思われることから、対象使用者個別に口座振替の利用を

促す通知を行った。 

・口座振替開始の申し込みを簡素化出来るシステムとしてペイジーを採用しているが、他の方法に

ついても研究を続ける。 

令和元 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組んでいる。福祉減免制度廃止に伴い、対

象使用者個別に口座振替の利用を促す通知を行った。 

・口座振替の促進のため、口座振替開始の申し込みを簡素化できるシステムとしてペイジーを採用

している。口座振替 Web 受付サービスは全庁的に実施を見送った。 

令和 2 

年度 

・口座振替率の向上のため、積極的な周知について取り組むとともに、モバイル決裁の導入を行い、

支払チャンネルの拡大に取り組んだ。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取組項目 No. 152 取組細項目 経営戦略に基づく経営健全化(下水道事業会計)（給与減額） 

内容 
 人件費削減（重点取組項目の表１「給与の適正化及び給与・手当の減額」による下水道事業会計

における減額分） 

成果指標 

a. 削減額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 6,231 5,834 6,501 7,055 6,771 7,235 965 965 965 965 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 5,834 7,055 7,235 965 965 

進捗状況（各年度判定） B A A A A 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 引き続き住居手当を見直した基準で支給する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し（確定値）、時間外勤務削減（5％目標のところ実績

2.85%）、3 年間の時限措置として給料の減額（4.5～1.2％確定値）、地域手当据置（14％確定値）、

職務加算の減額（1/2 確定値）、管理職手当減額（5％確定値）及び管理職特別勤務手当減額（1/2 確

定値）を実施した。 

・時間外勤務の抑制を図りながら、引き続き給与減額を継続する。 

平成 29 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し（確定値）、時間外勤務削減（5％目標）、 

3 年間の時限措置として給料の減額（4.5～1.2％確定値）、地域手当据置（14％確定値）、職務加算

の減額（1/2 確定値）、 

管理職手当減額（5％確定値）及び管理職特別勤務手当減額（1/2 確定値）を実施した。 

・次年度も同様の縮減を図る。 

平成 30 

年度 

・平成 26 年度決算を元に、住居手当の見直し、時間外勤務削減、平成 28 年度から３年間の時限措

置として給料の減額、地域手当率の据え置き、職務加算の減額、管理職手当の減額及び管理職特別

勤務手当の減額を実施した。 

・平成 30 年度をもって給与減額の取組は終了するが、時間外勤務手当等の実績給については働き

方改革の趣旨の観点からも引き続き縮減を図る。 

令和元 

年度 

・住居手当を見直した基準で支給した。 

・引き続き住居手当を見直した基準で支給する。 

令和 2 

年度 
・住居手当を見直した基準で支給した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 155 取組細項目 下水道事業会計への繰出金の増額 

内容 

 一般会計から宝塚市下水道事業会計への法定外繰出金を増額して財政支援を行う。 平成 28 年

度から平成 30 年度までの 3 カ年に、一般会計から宝塚市下水道事業会計へ各年 7,000 万円の繰出

金を増額する。 

成果指標 

a. 繰出金の増額分 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） 70,000 70,000 70,000 - - 

進捗状況（各年度判定） A A A - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 一般会計から下水道事業会計へ合計 2 億 1,000 万円の繰出金の増額を行った｡ 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い

 

平成 28 

年度 

・平成 28 年度に､一般会計から下水道事業会計へ 7,000 万円の繰出金の増額を得た。 

・平成 29 年度についても､一般会計から下水道事業会計へ 7,000 万円の繰出金の増額を継続する｡ 

平成 29 

年度 

・平成 29 年度に､一般会計から下水道事業会計へ 7,000 万円の繰出金の増額を得た。 

・平成 30 年度についても､一般会計から下水道事業会計へ 7,000 万円の繰出金の増額を継続する｡ 

平成 30 

年度 

・平成 30 年度に､一般会計から下水道事業会計へ 7,000 万円の繰出金の増額を得た。 

・取組は完了しています。 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：経営企画課 

取組項目 No. 156 取組細項目 下水道事業会計への出資 

内容 
 宝塚市水道事業会計から宝塚市下水道事業会計へ出資して財政支援を行う。平成 28 年度に宝塚

市水道事業会計から宝塚市下水道事業会計へ 2.1 億円を出資する。 

成果指標 

a. 出資額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 210,000 210,000 - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A - - - - 

総合判定 

及び 

取組総括 

A 平成 28 年度に水道事業会計から下水道事業会計へ 2 億 1,000 万円の出資を行った｡ 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い

 

平成 28 

年度 

・平成 28 年度に水道事業会計から下水道事業会計へ 2 億 1,000 万円の出資を受けた｡ 

・現段階では、平成 29 年度以降は実施予定がない｡ 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 
- 

令和元 

年度 
- 

令和 2 

年度 
- 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：上下水道局総務課 

取 組 項 目

No. 
157 取組細項目 下水道使用料の改定 

内容 

 水道事業会計から平成 26 年度以降、合計 9 億円の長期借入を行う予定としており、下水道使用料

を改定しなければ、今後も資金不足が毎年 7 億円ずつ増大する。経営健全化には、(1)経費削減のため

の企業努力、(2)下水道使用料の改定、(3)一般会計からの繰出しの増額を行う必要があり、平成 28 年

6 月から平均で 18.5 パーセントの改定を行った。今後、平成 31 年度からの料金改定について検討す

る。 

成果指

標 

a. 値上げによる年間増収額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 千円 291,600 313,822 350,000 377,778 350,000 377,778 350,000 377,778 350,000 377,778 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千

円） 
313,822 377,778 377,778 377,778 377,778 

進捗状況（各年度判

定） 
A A A B A 

総合判

定 

及び 

取組総

括 

A 
今後の使用料改定について、宝塚市上下水道事業審議会に現在の状況などを説明したうえで引き続き

意見をいただくなど、取組を進める。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成

28 

年度 

・平成 28年度第 2期（6月）分から平均 18.5%の料金改定を実施した。 

・平成 28年度決算、平成 29年度の経営状況と今後の社会情勢の変化も踏まえ、料金改定等について

平成 30年度に検討する。 

平成

29 

年度 

・平成 28年度第 2期（6月請求分）から平均 18.5%の料金改定を実施した。 

・平成 28、29年度の決算や平成 30年度の経営状況、今後の社会情勢の変化などを踏まえ、今後の使

用料改定について検討を行う。 

平成

30 

年度 

・平成 28、29年度の決算などを踏まえ、今後の使用料改定について検討を行った。 

・今後の使用料改定について、宝塚市上下水道事業審議会に現在の状況などを説明したうえで引き続

き意見をいただくなど、取組を進める。 

令和元 

年度 

・平成 28年度に作成した宝塚市下水道事業経営戦略を見直し、今後の資金需要額を明らかにする。 

・今後の使用料改定について、宝塚市上下水道事業審議会に現在の状況などを説明したうえで引き続

き意見をいただくなど、取組を進める。 

令和 2 

年度 
・平成 28年度に作成した宝塚市下水道事業経営戦略を見直し、今後の資金需要額を明らかにした。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 175 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(救急医療の推進) 

内容 夜間休日の医師体制の改善や、職員連携を強化し、救急車の断わりを減少させる。 

成果指標 

a. 救急車断わり件数(件) 

- 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 件 - - - - 860 1,060 820 936 800 1,117 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） - - C B C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 
新型コロナウィルス感染症の感染状況を踏まえ、夜間救急の受入緩和など、救急患者の受入れ増

加に向けて対応していく。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
- 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 

・平成２９年末から消化器内科・救急科医師の退職に伴う、専門医不足等により、お断りせざるを

得ないケースが増えた。 

・不足する診療科の医師を確保して、お断り件数を少なくするように努める。 

令和元 

年度 

・令和元年９月に救急科医師２名を採用して救急患者の受入れ体制を強化したことから年度後半の

救急患者の受入れ件数が増加し、お断り率が低下した。 

・引き続き救急患者を円滑に受け入れる体制を強化していく。 

令和 2 

年度 

・新型コロナウイルス感染患者の入院患者を救急科医師が対するとともに、救急医療センターで同

患者を受入れていることから本年度の救急患者の受入れ件数は減少した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 176 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(がん医療の推進) 

内容 

放射線治療を円滑に開始させ、放射線治療実施件数増に取り組む。より安全ながん化学療法を提供

する。がん手術の増加に取り組む。がん患者支援のためのがん相談を推進するとともに、医師の緩

和ケア研修受講を推進する。 

成果指標 

a. 年間放射線治療件数 

b. 外来化学療法年間実施件数 

c. 年間がん手術件数 

d. がん患者指導管理料１算定件数 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 件 - - - - 200 206 250 267 300 263 

b. 件 - - - - 3,000 2,686 3,350 3,001 3,700 3,210 

c. 件 - - - - 700 576 750 569 750 666 

d. 件 - - - - 310 567 330 2,170 350 2,101 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） - - C B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
引き続き放射線治療科医師の増員を図る。化学療法件数の増に向けて、地域のクリニック等に対

して化学療法治療患者の受け入れを積極的に働きかける。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
- 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 

・放射線治療件数は順調に増加したが、化学療法は予想件数よりも下回った。 

・引き続き放射線治療件数及び化学療法件数の増に向けて、医師や技師を増員するとともに、地域

のクリニック等に対して化学療法治療患者の受け入れを積極的に働きかける。 

令和元 

年度 

・放射線治療件数は順調に増加している。化学療法を受ける患者について、増加している。 

・引き続き放射線治療科医師の増員を図る。化学療法件数の増に向けて、地域のクリニック等に対

して化学療法治療患者の受け入れを積極的に働きかける。 

令和 2 

年度 
・放射線治療件数は前年と同等。化学療法を受ける患者や手術件数については、増加している。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 177 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(地域連携強化) 

内容 

退院支援を進める。特に緊急・救急入院をされた患者さんへの支援を推進する。適切な診療情報提

供書、院内勉強会等による情報提供を推進し、地域の医療機関、介護事業者の満足度を高めること

で円滑な退院支援に繋いでいく。 

成果指標 

a. 入退院支援加算１算定件数（件） 

b. 紹介患者率 

c. 逆紹介率(%) 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 件 - - - - 1,200 1,104 1,300 1,582 1,300 1,464 

b. % 58.1 62.1 58.6 62.0 64.0 66.8 65.0 70.8 66.0 64.0 

c. % - - - - 110.0 98.4 110.0 111.7 110.0 94.0 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） A A C B C 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、地域の開業医への訪問活動を再開し、紹介患者の増

加に向けて取り組む。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・宝塚市立病院中期事業計画 2014 に基づき､経営健全化を推進するとともに､兵庫県が策定する地

域医療構想を踏まえた市立病院改革プラン 2017を策定した。 

・市立病院改革プラン 2017 に基づいて経営改善に取り組む。具体的には、地域連携強化に向けた

取り組みを行う。 

平成 29 

年度 

・地域医療支援病院として、地域の開業医から、目標を超える率で多くの患者を紹介してもらって

いる。 

・今後も地域の開業医から患者を紹介してもらえるように、医療連携を密にしていく。 

平成 30 

年度 

・紹介率は目標及び前年度実績よりも上回ったが、逆紹介率は目標を下回った。 

・かかりつけ医に対して、積極的に診療情報提供書を作成するなりして、逆紹介率も目標を上回る

ようにする。 

令和元 

年度 

・積極的に地域の開業医を訪問し、患者紹介を依頼した。 

・積極的に地域の開業医を訪問し、患者紹介を依頼する。 

令和 2 

年度 

・新型コロナウィルス感染症の影響により、地域の開業医への訪問を自粛せざるを得ない状況であ

った。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取 組 項 目

No. 
178 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(給与費削減) 

内容 
診療報酬の抑制により医業収益の増収が望めない現状を勘案し、給与費の削減に取り組む。人件費削

減(重点取組項目の表 1「給与の適正化及び給与・手当の減額」による病院事業会計における減額分) 

成 果 指

標 

a. 医業収益対給与費比率 

b. 削減額 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % - - - - 59.4 61.9 58.6 59.7 57.9 62.7 

b. 千円 122,942 122,942 126,416 126,416 129,890 129,890 12,465 12,465 12,465 130,233 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千

円） 
122,942 126,416 129,890 12,465 130,233 

進捗状況（各年度判

定） 
A A C C C 

総合判

定 

及び 

取組総

括 

C 
医療職給料表(2)を 4級制から 6級制に見直した。給与費の減額は、職員のモチベーション低下にも

繋がるため、今後も慎重に行う必要がある。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成

28 

年度 

・職員給与の減額､手当の見直しを行った 

・平成 29年度の目標達成に向け､引き続き取り組みを行っていく｡ 

平成

29 

年度 

・人件費削減(重点取組項目の表 1「給与の適正化及び給与・手当の減額」による病院事業会計におけ

る減額分 

・平成３０年度も引き続き、人件費削減(重点取組項目の表 1「給与の適正化及び給与・手当の減額」

による病院事業会計における減額を継続する。 

平成

30 

年度 

・医業収益が減少したことから、給与比率がアップした。 

・医業収益を増加させることで、給与比率を低下させる。 

令和元 

年度 

・業務の効率化に取り組み、時間外勤務の削減や退職不補充による人件費の増加を抑制する。 

・事業管理者等の医師特別調整手当を 10月から 50％カットした。 

令和 2 

年度 

・医師の日当直の人数を見直した。看護師採用数を抑制したものの医業収益が減少したことから、給

与比率がアップした。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 179 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(材料費削減) 

内容 

薬品費削減に向け、先発、後発医薬品の適正使用を推進するとともに、ポリファーマーシー対策に

向けて取り組む。診療材料費の削減に向けて、特に手術材料の適正化に向けて医師主導で取り組む

とともに、在庫量の削減を推進する。 

成果指標 

a. 医業収益対材料費比率（H31から消費増税あり） 

- 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % - - - - 23.6 21.5 23.8 23.6 24.1 24.9 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） - - C B E 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
経費削減プロジェクトチームに実際に材料を使用する診療部や看護部を加え検討を行った。今後

も使用する部署を交え、効果的な取り組みを継続させる。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
- 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 

・材料費のより一層の削減に努めたが、医業収益が低下したことから、比率が上昇した。 

・引き続き材料費の削減に努めるとともに、医業収益を増加させることにより比率を低下させるこ

とで目標の達成を目指す。 

令和元 

年度 

・できるだけ安価な診療材料に見直す。薬価交渉においても引き続き全国平均を下回るように交渉

する。 

・医業業務量が大幅に拡大していることから総額は増加するが、できるだけ安価な材料を採用する

ことで費用を抑える。 

令和 2 

年度 

・安価な材料への切り替えや、ロス率縮減など、一定の成果はあるものの、新型コロナウイルス感

染対策のため、多くの材料を必要とし、材料費率が上昇した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 180 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(収益の確保) 

内容 
救急医療、がん医療、地域連携の取組を推進し、入院患者数の維持に努める。経常損益を継続的に

黒字化する。 

成果指標 

a. 稼働病床利用率 

b. 市立病院の経常収支比率 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. % 87.3 87.3(A) 86.8 87.9 90.0 83.1 90.0 87.4 90.0 76.0 

b. % 99.0 97.9(C) 100.0 98.5 100.0 95.0 100.0 96.4 100.0 97.0 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） ※ B C C E 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

新型コロナウイルス感染症の影響で患者数が低迷していることから、積極的に紹介患者や救急患者

を受入れることで、入院患者数を増加させ、病床利用率をアップさせる。また、入院期間を短縮さ

せるることで、診療単価アップによる医業収益を増加させ、経常収支比率を改善する。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・宝塚市立病院中期事業計画 2014 に基づき､経営健全化を推進するとともに､兵庫県が策定する地

域医療構想を踏まえた市立病院改革プラン 2017を策定した。 

・市立病院改革プラン 2017 に基づいて経営改善に取り組む。具体的には、地域連携強化に向けた

取り組みに加えて、介護・福祉との連携を強化する取り組みを行う。また、入院収益確保のための

地域連携強化や診療材料費と薬品費の削減、手術室稼働率向上、人件費抑制に向けた取り組みを行

う。 

平成 29 

年度 

・稼働病床利用率は目標を達成できたが、経常収支比率は医師の退職が影響して、医業収益の増収

を思うように図れなかったことから、目標を達成できなかった。 

・不足する診療科の医師を確保して、医業収益の増収により、経常収支比率の改善を図る。 

平成 30 

年度 

・医師の退職が影響して、患者数が減少し大幅に医業収益が低下した。 

・積極的に開業医からの紹介患者や救急患者を受け入れて、入院患者数の増加による病床利用率の

アップによる医業収益の増収により、経常収支比率の改善を図る。 

令和元 

年度 

・積極的に紹介患者や救急患者を受け入れることで、入院患者数を増加させ、病床利用率のアップ

と入院期間を短縮することで、診療単価アップによる医業収益の増収により、経常収支比率の改善

に取り組んだが、4.5臆円のマイナスの収支差となった。 

・積極的に紹介患者や救急患者を受け入れることで、入院患者数を増加させ、病床利用率のアップ

と入院期間を短縮することで、診療単価アップによる医業収益の増収により、経常収支比率の改善

を図る。 

令和 2 

年度 

・入院期間の短縮等による入院単価アップの取組を推進したが、新型コロナウイルス感染症による

影響で、入院患者数が大幅に減少したことが影響し、医業収益は大幅減収となった。 

※Ｈ28年度の指標１及び指標２の実績欄に、それぞれ評価を記載しています。



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (2) 地方公営企業の経営健全化 

取組項目 ① 地方公営企業の経営健全化の推進 

 
進捗管理課：市立病院経営統括部 

取組項目 No. 181 取組細項目 宝塚市立病院改革プラン 2017に基づく経営健全化(医師の確保) 

内容 
大学との連携が確立されておらず、医師確保に課題のある診療科について、関連大学との連携強化

を推進することで、課題解決を行っていく。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） - - C B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 
前兵庫医科大学病院長を招聘して、兵庫医科大学との連携は深まった。今後、診療の拡大、縮小

に合わせ、各医局大学との更なる連携が必要である。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 
- 

平成 29 

年度 
- 

平成 30 

年度 

・兵庫医科大学をはじめ関連大学と医師確保に向けた取組を行った。 

・兵庫医科大学と医師確保に向けた連携を深めるために、前兵庫医科大学病院長を招聘して、医師

確保に取り組む。 

令和元 

年度 

・不足する診療科医師の採用を進めており、特に不足する診療科で、4 月に糖尿内科医師を 3 名採

用。９月に救急科医師を 2 名採用した。 

・引き続き、収益アップに欠かせない診療科医師の確保を進める。 

令和 2 

年度 
・不足している救急科医師を９月に２名採用。消化器内科医師を４月に３名採用した。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (3) 外郭団体等の経営健全化 

取組項目 ① 外郭団体等の経営健全化及びあり方の検討 

 
進捗管理課：政策推進課 

取組項目 No. 134 取組細項目 第三セクター等の経営健全化及びあり方の検討 

内容 
 外郭団体と市の所管課による相互評価など、外郭団体の経営評価シートを作成し、各団体の経営

等の状況を更に把握するとともに、経営等の状況を公開する。 

成果指標 

- 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - - - - - 

進捗状況（各年度判定） B A A B B 

総合判定 

及び 

取組総括 

B 

毎年、外郭団体の経営状況等について外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等で公開し

た。宝塚市第三セクター等経営改善検討会は開催しなかったが、今度、経営改善又はあり方検討

が必要な団体が出てきた場合は、同検討会での検討を進めていく。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・平成 27 年度の各外郭団体の経営状況等について､外郭団体評価ｼｰﾄを作成し､市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等により

公開した｡各団体の経営健全化に引き続き取り組む必要がある｡ 

・各外郭団体の経営状況等について､外郭団体評価ｼｰﾄを作成し､市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で公開していく｡引き

続き、各団体の経営健全化に取り組む必要がある｡ 

平成 29 

年度 

・平成 28 年度の各外郭団体の経営状況等について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームペー

ジ等により公開した。各団体の経営健全化に向け、引き続き取り組む 

・各外郭団体の経営状況等について､外郭団体評価ｼｰﾄを作成し､市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で公開していく｡引き

続き、各団体の経営健全化に取り組む必要がある｡ 

平成 30 

年度 

・平成 29 年度の外郭団体の経営状況について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等

により公開した。各団体の経営健全化に向け、引き続き取り組む。 

・外郭団体の経営状況等について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等で公開してい

く。また、法人の経営が悪化している場合には個別に指導を行っていく。 

令和元 

年度 

・平成 29 年度の外郭団体の経営状況について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等

により公開した。各団体の経営健全化に向け、引き続き取り組む。検討会については、対象とする

外郭団体がないため、開催はしていない。 

・外郭団体の経営状況等について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等で公開してい

く。また、法人の経営が悪化している場合には個別に指導を行っていく。 

令和 2 

年度 

・令和 2 年度の各外郭団体の経営状況について、外郭団体評価シートを作成し、市ホームページ等

により公開した。第三セクター等経営改善検討会については対象となる外郭団体がなかったため開

催していない。 



目指す方向性 ３ 健全な財政運営の推進 

推進項目 (3) 外郭団体等の経営健全化 

取組項目 ① 外郭団体等の経営健全化及びあり方の検討 

 
進捗管理課：政策推進課・管財課 

取組項目 No. 135 取組細項目 土地開発公社における経営健全化 

内容 
 平成 28 年度から平成 32 年度までの取組を掲げる第 4 次土地開発公社経営健全化計画に基づき、

5 年以上の長期保有となっている公社所有地の計画的な処分に取り組み、経営健全化を推進する。 

成果指標 

a. 土地開発公社 用地保有額 

- 

- 

- 

年度 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

成果目標 

及び結果 

a. 百万円 3,944 3,944 3,383 2,675 2,516 2,617 1,370 2,898 666 3,065 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - 

取組効果額（千円） - 3 3 3 2 

進捗状況（各年度判定） A B A C C 

総合判定 

及び 

取組総括 

C 

第 4 次宝塚市土地開発公社経営健全化計画に定めた長期保有土地の買戻しについて、市の財政状

況の悪化等により計画通り予算化できていないものが多かった。市の財政状況に見合う計画を策

定し、確実に実施していく必要がある。 

各
年
度
に
お
け
る
取
組
や
課
題
に

つ
い
て 

平成 28 

年度 

・第４次宝塚市土地開発公社経営健全化計画に定めた用地の処分（市による買戻し）を行うことが

できた。（宝塚ガーデンフィールズ跡地、NTN㈱宝塚製作所跡地、長尾中学校屋内運動場の各用地） 

・今後も第４次宝塚市土地開発公社経営健全化計画に基づき、用地の処分（市による買戻し等）に

取組んでいく。 

平成 29 

年度 

・平成 29年度は宝塚市新庁舎・ひろば整備事業の用地の買戻しを実施できた（1,268百万円）が、

健全化計画で予定をしていた栄町３丁目用地(313百万円)については買戻しができなかった。 

・健全化計画に基づき、計画的に用地の買戻しを行う。 

平成 30 

年度 

・平成 30年度は宝塚市新庁舎・ひろば整備事業の用地の買戻し（44百万円）、競馬場高丸線整備事

業の用地の買戻し（3 土地：252 百万円）が実施できた。一方で、競馬場高丸線整備事業で用地取

得（5土地：239百万円）を実施している。 

・健全化計画に基づき、計画的に用地の買戻しを行う。 

令和元 

年度 

・令和元年度は都市計画道路競馬場高丸線整備事業の用地の買戻し（48百万円）が実施できた。一

方で、競馬場高丸線整備事業で用地取得（7土地：329百万円、代替地を含む）を実施している。 

・健全化計画に基づき、計画的に用地の買戻しを行う。 

令和 2 

年度 

・令和２年度は都市計画道路競馬場高丸線用地買戻し（122 百万円）を実施した。一方で、競馬場

高丸線事業で用地取得（7土地：289百万円）を実施している。 

 


